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1. 序一一農地流動化の概況・若干の論点整理と課題の限定一一

1 

(1) 農業，特に土地利用型の農業においては，農地が基本的な生産手段で

あり，その農地の集中，集積が経営規模の拡大にとっての基本的な要件となる。

それ故，零細な規模の農業構造の改編にとって，下層の土地の上層への移動・

集中，それを通じての規模拡大，生産コストの低下，という構図のもとで農地

流動化が重要な課題とされてきたことは周知のところである。そしてその農地

の流動化は，自作農における階層間生産力格差の拡大，自作農経営の分解によ

る農家相互の農地の売買ないし貸借を通じて進むものとされる(土地，ないし

土地用益の商品化 r土地市場」の形成〉。

ただ，戦後自作農制のもとでは農家が農地を手放すのは，子弟の教育や結婚

のためであったり(財産贈与の先取り的性格)， 負債整理， のつびきならぬ資

金の必要のため等であり，いわば家族成員やイエの存立にかかわる事情による
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ものが大部分である。また農地の貸借については，発生当初には家族内の労働

力的な事情(農外転出，病気，死亡等による労働力不足，欠損等一一それは家

族成員のライフサイクルとも関連し家族労作経営に固有の現象一一)に基づく

労働力調整的な性格を持つものも多く，自作農の階層分解，兼業化・経営縮小

農家(更には農業離脱)と規模拡大農家とへの分化とともに貸付層と借入れ層

とに分化・固定して賃貸借関係として展開，拡大する。そしてこうした貸借関

係の発生の仕方にはそれぞれの地域の土地所有関係・利用慣行等の歴史的経緯

や特質が様々の形で影響を及ぼす。更に最近の兼業深化と都市サイドからの影

響による地価高騰のもとでの土地の出し手，貸し手側の農家の問題としていえ

ば，特に生活費を基本的に農外兼業収入に依存するような兼業農家にとっては

農地は生産手段としての意味もさることながら，家産としての意味が強くなっ

ており，自家農業と農地の維持がムラ社会の中での成員としての存立のための

必要条件となるという面も軽視できなくなっている。このように家産・イエ維

持志向が強く働く状況のもとでは農家は経済的な採算もさることながら，労働

力の問題(子供の数の減少，若年層の就農経験の希薄化，農外就業の一般化の

もとでの後継農業労働力の確保の困難化〉等で農業維持が困難となるギリギリ

のところまで農業， 耕作を維持しようとする(土地，土地用益の商品化， [土

地市場Jの日本的・現段階的特殊性〕。

こうした中では前述した労働力調整的な性格を持った貸借，あるいは発生当

初の貸借等がその後にも様々の形で影響を及ぼし，定額地代の農地賃貸借関係

に純化しきらない多様な形態の土地の貸付け，ないしは労働力調整の形態が生

じてくることになる。請負耕作や作り分け，作りあげ等地域によって様々な形

態の貸借がそのようなものとして捉えられよう(勿論そこには農地法による規

制に対する忌避という側面もあるが〉。 農作業受委託もある意味ではそうした

ものの一種で，機械利用と労働力調整のー形態という面も持つ。そしてそれら

は各々の地域の兼業条件や賃金水準，自作農経営の分解の程度如何ではかなり

長くそのまま残るということもある。これら過渡的ないし中間的な貸借はセン

サス等の統計では十分に捉えきれないことが多い。
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(2) では統計上の農地流動化の動向はどうか。それをまず第 1表によって

概観しておこう。これは農業委員会による許可等を経た農地移動の面積である

が，ここでの農地流動化面積としては表注に述べたように自作地有償所有権移

転面積，農地法による賃借権設定面積，農用地利用増進法による利用権設定面

積，および農協への経営委託にともなう権利の設定・移転の面積を合計したも

のをとった。これによってみると， 1970年前後の 7-8万ha水準から 1970年

代後半には 5-6万ha水準にまで落ち込んだ農地流動化面積が 80年代前半に

至って再び 8-9万haにまで回復， 増大している。法定上の農地流動化面積

としては 80年代前半には 70年代初頭までのピークを上回る水準に達している

わけである。 しかし， 80年代には 82年をピークとしてその後は停滞気味であ

第 I表農地流動化面積の年次別推移

(単位:h.) 

全 国 :ft 海 道 都 府 県

澗化l自作腕「の他貨

一
償所有権借権，利 骨量所有権借権，利 骨量所有権借権，利

面積計移転 用権設定 面積計移転 用権設定面積計移転 用権設定
等 等 等

1967年 74，492 72，386 2，1061民間 31，658 645 42，130 40，670 1，460 

70 73，049 71，211 1，838 I 35，937 35，121 816 37，113 36，091 1，022 

73 I 78， 5301 73， 8~9 4，701 36，334 35，060 1，274 42，196 38，76ヲ 3，427 

76 I 57，6671 47，296 10，371 23，569 20，969 2，600 33，920 26，327 7，593 

77 58，725 46，293 12，432 22，952 20，328 2，624 35，772 25，964 ヲ， 808

78 58，373 42，133 16，240 21，128 17，569 3，359 37，445 24，565 12，880 

79 66，088 40，338 25，750 21，583 16，233 5，350 44，782 24，104 20，678 

80 78，477 40，496 37，981 21，072 15，488 5，584 57，405 25，008 32，397 

81 76，975 36，884 i 40，091 16，821 12，346 4，475 60，154 24，538 35，616 

82 88，586 38，400 i 50， 186 21，521 13，528 7，993 67，065 24，872 42，193 

83 84，412 37，940 46，472 20，884 13，375 7，509 63，528 24，565 38，963 

84 84，701 38，563 46，138 23，261 13，96C 9，301 61，438 24，602 36，836 

85 85，447 38，098 47，349 24，033 14，060 9，973 61，413 24，038 37，375 

86 50，181 22，504 12，952 い 52I 62，8ヲ3 22，265 40，628 

資料:農水省農政課『農地の移動と転用』より.
注.流動化面積は自作地有償所有権移転面積，賃借権設定(農地法 3条〕面積，農協へ

の経営委託に伴う権利の設定，移転面積(農地法3条)，農用地利用増進法による利用
権設定面積の合計.



4 農業総合研究損害43巻第1号

る。それはこの間の流動化面積の増加の主要部分を占めてきた利用機設定が82

年をピークに頭打ち傾向となっているためである。農用地利用増進法による利

用増進事業，利用権設定が次第に定着し，農地流動化の主流は自作地有償所有

権移転から賃借権，利用権設定にシフトしてきた。利用権設定の多くはいわゆ

るヤミ小作が利用増進事業に乗せられてきたもので，期間の長期化等によって

貸借関係の安定化に一定の役割を果たしているが，いわゆるヤミ小作からの移

行が一段落すれば，新規の貸借の堀りおこしが増加しない限り利用権設定が停

滞するのは避けられない。82年をピークとしてその後停滞気味なのはそのこと

を示している。また，最近利用権設定期聞が終了するものが増えているが，そ

のうち再設定しないものも依然かなりの割合を占めている。

以上のフローとしての農地流動化面積に対して，いわゆるヤミ小作もふくめ

たストックとしての借入れ面積を見ると， センサスでは80年262，695 ha， 85 

年 320，931ha，農業調査では 84年 361，465 ha， 86年409，292ha(いずれも農

家の借入れ面積〉となっていて，調査の種類によって数字がかなり異なり，特

にセンサスではかなり過小気味であるが，いずれも近年増加傾向にあることは

共通している。

これら農地流動化の地域的な動向ば，第2表のように農地流動化面積割合で

は沖縄が際だって高く，九州，山陰，北海道，北陸の11頂でそれに続き，日本海

側の地域を中心に遠隔農業地域(東北はJJIDで農地流動化割合が高くなってい

る。これに対し関東から瀬戸内にかけての，いわば太平洋岸の地域は総じて農

地流動化面積割合が低位である(1)。農地流動化の内訳では，流動化面積割合が

高い地域は山陰は別として概して自作地有償所有権移転による面積割合も高く，

特に沖縄，北海道は依然として自作地有償所有権移転が支配的で，東北も後掲

第4表のように82年までは利用権設定等によるものの方が多かったが， 83-

85年には再び自作地有償所有権移転によるものの方が多くなっている。これは

農地価格の水準の如何とも関連するが，遠隔の農業地域で地価水準が相対的に

低いところでは自作地有償所有権移転が農地移動の中でなお重要な位置を占め

ているのである。後述のように農業不況的状況で遠隔農業地域での農地価格が



第2表地域別農地流動化面積割合の推移

1971-75年 1976-80 1981-85 

農地流 うち自作 うち賃借 農地流 うち自作 うち賃借 農地流 うち自作 うち賃借

動化面 地有償所権，利用 動化面 地有償所 権・利用 動化面 地有償所権・利用

積割合 有権移転権設定等 積割合 有権移転権設定等 積割合 有権移転権設定等

全国 1. 22 1. 13 o.仰 1. 17 0.79 0.38 1. 56 0.71 0.85 

北海道 2.90 2.77 0.13 1. 93 1. 59 0.34 1. 80 1. 14 0.66 

都府県 0.82 o. 74 0.08 0.97 0.58 0.39 1. 49 0.58 0.91 

東北 0.90 0.80 o. iO 1. 01 0.69 0.32 1. 47 0.74 o. 72 

北陛 0.86 o. 79 0.07 1. 06 0.60 0.46 1. 77 0.61 1. 15 

関東 0.64 0.58 0.06 0.62 0.39 0.23 1. 01 0.38 0.64 

東山 0.62 0.55 0.07 o. 78 0.43 0.35 1. 30 0.44 0.86 

東海 o. 72 0.67 0.05 o. 73 0.42 0.31 1. 22 0.42 0.80 

近畿 0.73 0.65 0.08 O. 70 0.43 0.27 1. 38 0.48 0.90 

中国 0.63 0.56 0.07 0.95 0.42 0.53 1. 57 0.41 1. 15 

四国 0.84 0.77 0.07 1. 07 0.56 0.51 1. 48 0.51 0.97 

九州 1. 12 1. 04 0.08 1. 40 0.82 0.58 1. 97 0.75 1. 22 

沖縄
3.12 1. 79 1. 33 

農地流
動化菌
積割合

青森 1. 88 

新潟 1. 82 

石川 2.12 

鳥取 2.αコ

山口 1. 94 

福岡 1. 80 

佐賀 1. 96 

長崎 1. 80 

熊本 1. 86 

大分 2.30 

鹿児島 2.20 

(単位・%)

1981-85 

うち自作 うち賃借
地有償所権・利用
有権移転権設定等

1. 04 0.84 

0.70 1. 14 

0.68 1. 44 

0.50 1. 52 

0.36 1. 58 

0.66 1. 14 

0.58 1. 38 

0.50 1. 32 

O. 70 1. 16 

0.86 1. 44 

0.90 1. 34 

.. 
篠
E事

注(1) 資料等は第 l表に同じ.
(2) 農地流動化面積割合は 1981-85年は 1985年の耕地面積(作物統計)に対する割合・同じく 1976-80年 1971-75年はそ 守

れぞれ附年， 1975年の耕地面積(作物統計)に対する割合(いずれも年率) 議
(3) 1981-85年については，農地流動化面積割合1.8%以上の県もとり出した. 勝

骨、
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下落傾向にあることもあり，農地移動における自作地有償所有権移転の位置づ

け，評価についてもあらためて検討を加えておくことが必要な所以である。

更に農作業受委託の動向もみておくと，これは概して停滞的であるが，セン

サスで 80-85年を見ると，耕起，代かき，回植，防除の請け負わせ面積は減少

しているのに対し，育首と稲刈り・脱穀の請け負わせ面積は増加している。こ

うした農作業受委託の動向を農地貸借の動向と関連させてみておくと，第1図

のように，宮城，秋田，山形を典型とする東北や北関東等(特に平場稲作地帯〉

の農地賃貸借が余り進まず，農作業受委託が主として進んでいる地域のタイプ，

近畿や山陽等のように農作業受委託よりは農地賃貸借の方が主に展開している

地域のタイプ，および北陸，九州1，あるいは東海のように農地賃貸借と農作業

受委託が並進的に展開している地域のタイプとでその展開方向がかなり異なっ

ていることがみてとれよう (2)。

以上のように農地流動化と農作業受委託はそれぞれにその水準，方向にかな

り大きな地域差を含んで展開しており，自作地有償所有権移転，農地賃貸借，

農作業受委託に分けてみてみると，農地流動化が沖縄，九州，北陸，北海道等

の遠隔農業地帯で相対的に進んでいる中で沖縄，北海道は自作地有償所有権移

転が主体であり，九州、[，北陸は自作地有償所有権移転，農地賃貸借，農作業受

委託それぞれが一定の展開をみせ，東北は農作業受委託が主に展開するととも

に自作地有償所有権移転も農地賃貸借に匹敵する動きを示し，関東から瀬戸内

までの太平洋ベルト地帯の地域は総じて農地流動化が低位ななかで上層の動き

としては農地賃貸借が主に展開しているといえよう。

(3) 以上概観したように農地流動化はその内容にかなり大きな地域差をふ

くみつつ，利用増進事業による政策的奨励もあって，一定の展開を示している

が，最初にふれたような農業構造の改編，構造問題との関連でみると，そのテ

ンポは非常に遅々としたものである。このこととも関連しこうした農地流動化

の評価をめぐっては周知のように多くの意見，論点が提起されている。それら

のうちの主なものをいくつか列挙すると(特に構造問題との関連で)，

第1は，価格条件の変化と農地流動化との関連の問題である。例えば，米価
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注.上層農家は東北，北陸，北関東，北九州，南九州は 3ha以上，
その他は 2ha以上(ただし県別でとった石川，福井は 2ha 以上).
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等の引き下げが農地流動化にどのような影響を及ぼすのかという問題，具体的

にはそれが上層農家や生産組織の地代負担力，規模拡大意欲にどのような影響

をもたらし，他方で下層兼業農家の自家耕作，自家農業維持の志向に対してど

う作用するか，そして全体としてそれぞれの地域で農地流動化を促進する作用

が主となるのか，あるいは農地の壊廃，農業後退の作用が主となるのかという

問題である。米価をはじめとする農産物価格の引き下げ基調が強まるなかでこ

うした農産物価格と農地流動化との関連は当面の重要な論点、となっている。

第2は農外の就業機会，その条件と安定性如何，即ち地域労働市場のあり様

と農地流動化との関連の問題である。一般的には職員勤務等の安定兼業農家の

方が貸付割合が高く，兼業農家が農外就業に純化できるような兼業条件の安定

(それぞれの地域の労働市場の問題〕が農地流動化の重要な促進条件のーっと

考えられている。農地流動化の地域性には農業構造の地域性とともに農外労働

市場の地域性が関連していることはよく指摘されるところであるが，最近の問

題としては円高， 産業の空洞化， r産業構造調整」の進行のもとでの雇用調整

の影響が地域の労働市場にどのような影響を及ぼし，さらにそれが農地流動化

にどのような影響を与えてくるかが，解明すべき重要な論点となろう。

第3~士，農地の出し手層の評価にかかわる問題として，以上のような経済的

条件の問題とともに， (1)でふれたように家産・イエ維持志向の中での後継世

帯員・労働力の確保如何，それと関連する農家の家族構成，世代構成のあり方，

その変化(例えば，一世代家族の高齢専業農家の増加〉が農地流動化の動向を

左右する大きな要因となってきている。こうしたイエ，農家家族のあり方，そ

の変化を農地流動化と関わらせてどう評価するかも重要な問題となってきてい

る。

第4は，農地賃貸借や作業受委託をめぐる需給関係のギャップの問題である。

貸し手や委託者が潜在的に多いところは概して借り手，受託者が少なく，借り

手，受託者が多いところは逆に貸し手や委託者が少ないことが多い。いわば貸

し手と借り手，委託者と受託者の地域的な不突合の問題である。それは，それ

ぞれの地域の農業構造一一特に階層構成のあり方一ーや農外の労働市場の展開
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の地域的差異と関連しているが， ( 2)でふれたように関東から瀬戸内にかけて

農地流動化が概して低位なのは兼業深化で貸し手，出し手はいても農業の担い

手が弱体化し，借り手の層が薄くなっているためである。遠隔農業地帯，特に

東北はそれとは逆の関係となっている。

第5は，農地賃貸借と農作業受委託とを，農地流動化と階層分解をめぐる問

題枠組みの中でどう位置づけ，両者の異同とそれぞれの関係をどうとらえるの

かという問題である。例えば，全作業委託は農地賃貸借とかなり重なっている

とする見方，農作業受委託はいずれ農地賃貸借に移行するとする見方があるがテ

果たしてどうなのか，あるいはどの程度そうなのかといった問題である。これ

はそれぞれの地域における農地賃貸借と農作業受委託の展開の仕方，そこでの

農作業受委託の意味あいによっても異なってくる。

第61土，地域農業の維持と農地流動化との関連の問題である。近年，中四国

中山間・高齢化地域では地域農業の担い手が弱体化し，耕地の壊廃が進行して

いるが，かかる状況の中で地域農業の維持との関連で農地流動化を捉えること

が必要になってきているからである (地域農業維持のための農地流動化〉。そ

れはまた基盤整備のあり方とも関連する問題である。その外，地域農業との関

連では地域農業の組織化が農地流動化にどう作用するかく促進するか，抑制す

るか)という問題も提起されている。

最後に，第1の問題とも関連するが，近年の自由化圧力の強まり，農産物価

格の低落等のもとで，特に遠隔主要農業地帯では農業不況的様相が強まり，農

地価格の下降傾向が深まってきつつあるが，そのことが自作地有償所有権移転

に対してどのような影響を及ぼすか。近年の新たな動向の中で提起されてきて

いる問題，農地流動化における自作地有償所有権移転の位置づけともかかわる

問題である。

(4) 農地流動化の展開とそれをめぐる以上のような論点を念頭におきつつ

も，本稿では東北地方の動向を中心にしつつ，さしあたり第5の論点，農地賃

貸借と農作業受委託との関連の問題および最後にあげた地価低落と自作地有償

所有権移転の動向の問題を主に取り上げて検討することにしたい。
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農地流動化をめぐる当面する中心論点からすれば，やや周辺的な問題の感が

なくもないが，東北地方は日本のもっとも主要な農業地帯であり，そこでの農

地流動化の問題を考えるには，農地賃貸借と農作業受委託との関連，農作業受

委託との関連で農地賃貸借の展開，その低位性の問題を考えることが重要であ

ろう。 (2)でみたように東北は農作業受委託が主に展開してきたところである

が，そこでの農作業受委託の位置づけ，評価，農地賃貸借との異同，自作農経

営の分解，経営規模の拡大にとってそれが持つ意味の実態的な分析，検討であ

る。また，とこでは農地の貸借も自作農的構造がなお強固なもとで定額小作料

の賃貸借関係に純化しきらない貸借も並存しており，その実態を分析し，賃貸

借の展開におけるその位置づけを考えてみたい。もう一つ，地価低落と自作地

有償所有権移転の動向の問題を取り上げるのは，東北地方等遠隔農業地域では

自作地有償所有権移転が依然農地流動化の重要な形態となっているとともに，

農業不況的様相が強まるなかで顕著となりつつある地価下落の動きがこの地域

の農業と農地流動化にどのような影響を及ぼすかを検討しておくことも重要と

考えられるからである o

こうした問題を取り上げ，東北地方の動向を中心とする農地流動化の構造を

分析，検討することを通じて当面する農地流動化の問題のー側面を解明するこ

とが本稿の課題である。なお，本稿で事例分析として取り上げる米山町は，宮

城県北部の典型的な純農村のひとつで，作業受委託が広範に展開するとともに

一般的な賃貸借に純化しきらない貸借も並存しており，更に地価下落の動きも

顕著となっており，さきの問題を検討するのに適当な素材を提供してくれる地

域である。

(5) 農地賃貸借と農作業受委託との異同，連関等の問題について予め論及

しておけば， (1)でもふれたように農作業受委託は機械利用と労働力調整のー

形態という性格を持つ。自作農の家族労働力の過不足と機械保有の如何による

農作業の農家相互での調整である。と同時に機械化一貫体系がほぼ確立された

最近の機械化は零細な個別経営の枠を超えるもので，下層はそうした機械をあ

まり保有せず，かっ労働力も劣弱化してきているなかで，下層の農作業委託，
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上層の農作業受託という関係が固定化し，かつ下層の農作業委託が次第に不可

逆的性格を強めてきている。

一般論・制度論としていえば，農地の賃貸借では，使用収益権の設定がなさ

れ，経営を主宰し，危険を負担するのは借り手であるが，農作業受委託では使

用収益権の設定はなく，経営を主宰し危険を負担するのは委託者で，耕地・経

営の集積の如何という点では両者に基本的な相違が存在する。しかし農作業受

委託も，受託者側にとっては作業規模の拡大(農機具の償却費の負担の軽減，

コスト節減と就業の場の拡大〉であり，委託者側にとっては，かつての自作農

経営のもとでは自ら遂行していた作業の外部化で，しかも下層の場合それが一

貫的な農作業の委託という形で不可逆的性格を強めてきている。とするならば，

農作業受委託も一面では上層の受託，下層の委託という形での自作農経営の分

解のー形態としてとらえられる面が強くなってきている。この面において農作

業受委託も農地賃貸借と一定の共通性をもつものといえよう。と同時に作業委

託はそれによって自家農業を維持し農家としての存続を可能とさせ，下層の離

脱，分解を抑止する面ももっo 経営の委託と作業の委託との差である。

かかる差異と共通箇とをもちながら，農地賃貸借と作業受委託は前述のよう

にそれぞれの地域毎の条件に応じて農地賃貸借が主として展開している地域，

賃貸借はあまり進まず作業受委託の方が主に展開している地域，あるいは両者

が併進的に展開している地域等に分化しつつ展開している。ではそのような農

地賃貸借と作業受委託の展開はそれぞれの地域における階層分解の進展の中で

どのように位置づけられるのか。作業受委託が主として展開している地域や並

進しているような地域では作業委託はやがて貸付けに移行してしまうのかどう

か，そしていずれの地域も賃貸借の展開が支配的になるのかどうか，あるいは

どのような条件のもとでそのようになっていくのか，逆にまた作業受委託の展

開は農地賃貸借に対してどのような影響を及ぼしているのか。それを前述した

地域の事例を取り上げ，そこでの農地賃貸借や作業受委託の実態とそれらを成

立させている条件の吟味を通じて検討することが以下での課題の一つである。

農作業の委託から農地の貸付けへの移行に関していえば，統計的な観察では
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農作業の委託農家の離農→土地持ち非農家への移行，耕地の貸付けというのが

主要な流れであり，地域的には農地賃貸借と農作業受委託が並進，ないしは農

地賃貸借が主の地域では農作業の委託から農地の貸付けへの移行がある程度み

られるが，農作業受委託が専ら展開している地域ではそうした移行はあまりみ

られない(3)。後に取り上げる宮城県の事例は後者に属し，農作業受委託がその

まま農作業受委託として留まる傾向の強い地域であることを予め断わっておか

なければならない。

注(1) 以上のような農地流動化の地域的動向の特徴は，セ γサスでみた農地貸借の地域

的特徴ともほぼ対応している。詳し〈は拙稿「農地貸借と農作業受委託の動向J

([f'農業総合研究』第41巻第 4号， 1987年 10月)参照。

(2)， (3) 以上の点詳しくは前掲拙稿参照。

2. 1980年代における東北地方の農地移動，特に自作地有償所有権移転の動向

一一負債整理目的の農地売却多発と農地価格下落一一

前章でも概観したように全国的な農地流動化の構造は， 1970年代前半を転換

期として自作地有償所有権移転を主体とする農地移動から，農地賃貸借を主体

とする農地移動へと変化してきている(前掲第 1表参照〉。その背景に農地転

用の多発と代替地取得を通じての農外の高地価の農村部への波及による農業収

益水準を大きく上回つての農地価格の上昇があることは既にしばしば指摘され

ている通りで，そうした農業収益水準を大きく超えての地価高騰による自作地

有償所有権移転の減少，そしてそれに代わっての農地賃貸借を通じての農地移

動の漸次的増大である。

しかし，こうした農地流動化の構造の変化は，地域によってかなり差があり，

どの地域でも農地賃貸借による移動が自作地有償所有権移転による移動にとっ

て代わっているわけではない。日本の南北両端にあり，地価も相対的に低位な

沖縄や北海道等は，面積が減少傾向にあるとはいえ，なお，自作地有償所有権

移転が主流であり，その他，府県でも自作地有償所有権移転がかなり高いウエ
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ートを占めているところが少なくない。前掲第2表でみると，東北では 81-85

年でも依然として自作地有償所有権移転が農地賃貸借を上回っており(それは

農地賃貸借が依然低位なことにもよる)，更に九州lでは 76-80年， 81-85年の

いずれも自作地有償所有権移転面積割合が東北のそれよりも高い割合となって

いる(1)。東北ではまた， 81-85年の自作地有償所有権移転は 76-80年のそれ

よりも高い割合となっており， 70年代後半よりもむしろ 80年代の方が自作地

有償所有権移転が活発になっているのである。

そこでこの点に注目して県毎にこれをもう少し詳しくみたのが第3表である。

東北の大部分の県では 70年代後半から 80年代にかけて農地賃貸借の増加が顕

著であると同時に，自作地有償所有権移転も依然増加を示す年次も少なくなく，

その結果，自作地有償所有権移転が農地賃貸借を上回っている県が多いのであ

る。その中でも青森は自作地有償所有権移転が極めて多く，北海道に匹敵する

ような高い割合となっているのが注目される(なお， 86年にはほとんどの地域

で自作地有償所有権移転が減少しているが，その点については後ほど別に検討

する〉。

ではこの増加は何によっているか，あるいはどのような背景でこのような自

作地有償所有権移転が展開しているか。農水省農政課「農地の移動と転用』に

よって譲渡の事由別に自作地有償所有権移転の割合を見たのが次の第4表であ

る。自作地有償所有権移転の譲渡理由にも各地域の農業の特徴が反映し，例え

ば，北海道では農業廃止と農業経営上の負債整理(つまり，離農と土地や農機

具等の購入のための借入れに原因する負債の整理のための農地売却)，東北や

北陸以外の府県では経営縮小，労力不足等の理由や相手方の要望というのが農

地売却の主な譲渡理由となっているが，東北の場合の最も大きな特徴は生活資

金や農業経営上の負債整理，特に前者の生活資金等の負債整理のための農地売

却が極めて大きな割合を占めていることである。これは東北の各県に共通して

いるが，青森，宮城，秋田が特に高く，青森の場合にはこうした資金の必要，

負債整理を理由とするものが全体の半ば以上を占めている。

同じ第4表の下段に東北と宮城とを取り出して，同じ有償移転の事由別割合
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第4表 自作地有償所有権移転面積の事由別割合(交換は除く)

(単位:%) 

譲渡人
議 渡 人 個 人 合計

農業 兼業に 労力 相手方
資金を必要とする

法人 よる経
農業経
営上の

廃止営縮d、不足 要 望負債整等の負の資金 〔面積)

理 債整理の必要 M 

l知年 北海 道 |172 34.8 5.3 9.0 5.4 12.2 1. 1 1.2 13.8 100 

都府県 18.0 6.9 6.5 12.7 18.1 7.7 14.5 5.3 10.3 100 

東北 25.0 3.7 3.1 8.1 11. 3 14.0 21.3 5.2 8.3 100 

関東 9守 B 4.6 12.4 18.2 20.0 2.9 12.4 7.5 12.2 100 

北陸 18.1 6.9 6.1 9.7 19.5 2.1 12.5 6.3 9.8 100 

東山 17.2 6.0 12.6 16.8 19.5 2.1 8.2 3.7 13.9 l∞ 
東海 6.3 6.5 11. 8 18.0 22.9 2.2 12.9 8.9 10.5 100 

近畿 1.9 5.9 9.4 20.3 26.2 3.6 8.0 7.4 17.3 100 

中国 17.2 10.1 4.2 17.8 25.5 4.3 7.9 2.3 10.7 100 

四国 11. 3 9.0 5.2 19. 1 31. 0 2.3 8.0 2.5 11. 6 100 

九州i 16.7 9.9 7.2 13.0 19.5 9.0 10.2 4.7 9.8 100 

沖縄 37.5 20.2 2.7 4.8 15.3 0.5 3.6 1.3 14.1 100 

脊森 12.2 4.5 1.8 14.3 10.0 19.7 26.4 5.6 5.5 100 

岩手 38. 7 2.8 1. 1 4.1 8.3 16.0 17.6 3.2 8.2 l∞ 
宮城 28. 7 2.6 2.5 4.0 9.9 12.6 23.3 6.3 10.1 100 

華大 田 31.2 3.6 3.8 5.6 7.3 11. 9 22.8 6.8 7.0 100 

山形 20.5 4.8 6.5 9.3 12.5 10. 1 19.3 5.5 11. 5 100 

福島 22.3 3.4 3.9 8.8 22.9 10.2 15.5 3.5 9.5 100 
， 

東北 1978年 18.4 7.4 4.1 11. 9 16.0 28.1 14.1 5，865 
79 19.1 7.6 3.8 13.7 15.8 30.0 10.0 5，329 

80 16.5 7.3 3.5 12.4 15.6 31. 3 13.3 5，835 

81 22.7 5.7 2.9 11. 1 13.6 33.0 11. 0 5，964 
82 21. 8 4.9 2.8 9.7 13.8 35.3 11. 7 6，210 
83 29. 1 4.9 2.8 8.3 11. 3 33.1 10.5 7，093 
84 20.7 4.6 3.9 7.4 13.0 41. 0 9.4 6，873 

宮城 1978年 11. 9 5.1 2.1 ヲ.1 24.2 36.2 11. 4 501 

79 21. 0 5.3 2.0 8.2 20.7 32.4 10.4 545 

80 10.2 8.9 2.4 7.6 16.6 30.1 24.3 677 

81 18.3 3.5 1.7 8.8 18.9 37.7 11. 0 648 

82 23.3 2.8 2.0 6.3 15.1 3ヲ.6 10.ヲ 857 

83 19.8 5.4 2.3 5.4 12.8 44.5 9.6 803 

84 26.2 2.2 2.6 6.8 10.9 41. 9 9.2 1，001 

資料:農水省農政課『農地の移動と転用~.

の 78年からの推移を示したが，これによると先にみた負債整理のための農地

売却は 80年前後から増加しており，それと並行して全体の譲渡面積も増加し

ていることが分かる。つまり， 80年前後からの負債整理のための農地売却の多

発が東北地方の自作地有償所有権移転の増加をもたらしているとみられるので
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ある。このような負債整理のための農地売却の多発は， 80年代に入ってからの

連続冷害，米価停滞，転作等での農業収益の悪化傾向を一般的背景としつつ，

農家経済の悪化によって負債を累積させる農家が増加したためである。

次の第5表は次節で取り上げる宮城県米山町の O集落でのここ十数年の農

地売買事例を示したものであるが，ここからも近年の農地売却が負債整理を目

的とするものがほとんどであることは分かる。また，同じ米山町の農業委員会

の資料から集計， 整理した結果によれば， 1983年4月-86年7月までの同町

の農業委員会の農地移動適正化斡旋事業の斡旋にかけられた自作地有償所有権

移転の申し出件数の実に 92%は負債整理をその理由として掲げている。負債

累増の具体的理由は個々の農家毎にとれば様々であるが，前述した一般的背景

のもとで，その累積した負債の整理のための農地売却の多発が82，83年頃から

の東北地方での自作地有償所有権移転の新しい動向となっていることを注視し

ておく必要があろう。

では，自作地有償所有権移転に現れたこうした新しい動きは，農地価格には

どのように現れているであろうか。次にこの点の検討のために近年の農地価格

の動向についてみてみることにしよう。耕作目的の農地価格は第6表のように

全体的には 1981，82年頃までは激しい上昇を示してきたが， 83年頃からは次

第に鎮静化傾向を深めてきている。かかる全体的動向の中で，市街化区域や市

街化調整区域の農用地区域外では，もともと極めて高い地価水準にある上に，

対前年上昇率も依然として相対的に高いのに対し，都市計画法の非線引地域で

は地価の鎮静化傾向はより顕著・鮮明で，北海道では 83年から一貫して下降

傾向にあり，東北，九州も遂に 87年から下降に転じるに至った。

この農地価格の下降の動きの拡大を旧市町村単位でみたのが第7表である

〈都市計画法による線引きをしていない旧市町村の農用地区域内の中田価格の

下降した旧市町村の割合〉。北海道では83年から，東北でも青森や山形は同じ

く83年から下降した市町村の割合が 10%をこえはじめているが， 87年にはそ

れが他地域にも拡大し，大幅に増加している。北海道では 38%，東北では 23

%，九州でも 15%の旧市町村で地価が下降に転じているのである。 82，83年



語戸ム|一-I~剖(lLAj-落|資金調達|

臨
附
註
切
刊
剛
世
{
『

δ
議

出

附

③ 十数年前 貝 桑園 7 45万円 O 集落 自己資金

⑧ 〆， 1- 1- 10 45 M J多 1-

⑫ 1977年 ク 田 10 100 M タ i::'i地取得資金 住宅資金返済のため

⑪ 77 1- 1- 40 204 O 1- 〆， 手がなくなったので負債整理

⑪ 77 3易 〆， 50 23 涌谷町 親戚より借金 地裁判)所より差押え，競売(条件の惑い土

@ 77 売 1- 30 210 O 集落 生活費充当

⑬ 78 1- 畑 2.3 県土木事務所
道路用地(代金は土地改良lぎがプーノレして

いる住) 

③ 79 1- 宅地 5 4α3 O 集落 母屋宅資金返済，相手方道路用地買収で
畜舎がなくなるのでその代替地として売却

@ 83 1- 田 50 1，250 O 1- 暴力団

① 83 買 1- 30 250 M 1- 農地取得資金 良協の負債整理(生産組合で買入れ〕

① 84 タ 1- 40 
260・・・20a O r 1-
250・・・20a

⑤ 84 r d多 30 250 M d歩 負債整理(農協・良委が仲介)

③ 84 1- d各 20 230 O 集落 農地取得資金 負債整理

@ 84 1- r 30 240 O 〆， d岳

⑬ 85 売 1- 3 県土木事務所 道路用地

⑪ 85 買 ， 〆 30 230 県農業公社 公社から80%
1984年より公社から借りていた農地を86年
そのまま買入れ

⑫ 85 4会 r 40 2α〕 4会 公社から借入れ 良協の理事にさそわれて

考(相手方売却の事情等)備

ド司
、当

注.農家調査 (1985年 11月実施〉よか M集落はO集溶の隣接集落.
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線引き区域別・地域別農地価格の推移(中回〉第6表

出
伊
織
時
開
爪
町
制
弔
哨
同

W

荷
台
北
怖
鴻
H

咽・

87 

都計法によ 市街化区域 一|一| 31，660 

(15.3) (17.8) 6.6) .7) (5. 7) (4.0) (5.1) 

る線引きが

完了した市 市街化 農用地区域外
6，677 7，559 8，466 8.852 9，308 9，632 10，059 10，625 

(12.6) (13.2) (12.0) (5.2) (3.5) (4.4) (5.6) 

町村 調整区域 農用地区域内
4，759 5，254 5，(9 771 6.191 6，478 6，703 6，925 7，125 

(14.6) (10.4) .8) 7.3) (4.6) (3.5) (3.3) (2.9) 

北 海道 485 520 527 524 520 512 502 479 

(10.の (7.2) (1. 3) (aO.6) (企.0.8) (a1. 5) (a2.0) (4.6) 

都 東 ::ft 1，195 1，285 1，322 1，343 1，342 1，360 1，362 1，330 

計 (10.4) (7.5) (2.9) (1. 6) (aO. 1) (1. 3) (0.1) (a2.3) 

法 関 東 1. 486 1，681 1，814 1，818 1，852 1，917 1，934 1，961 

の (4.9) (13.1) (7.9) (0.2) (1. 9) (3.5) (0.9) (1. 4) 
線 東 海 l，( 530 1. 602 1，722 1，779 1，872 1，958 2，044 2，123 

51 4.5) (4.7) (7.5) (3.3) (5.2) (4.6) (4.4) (3.9) 

き オヒ 陸 1，304 1，404 1，504 1，597 1，656 1，739 1，786 1，799 

を (8.4) (7.7) (7.1) (6.2) (3.7) (5.0) (2.6) (0.8) 

し 近 畿 1，679 1，792 1，999 2，127 2，272 2，340 2，342 2，372 

て (1. 5) (6.7) (11.6) (6.4) (6.8) (3.0) (0. 1) (1. 3) 
L 、 中 国 808 826 881 905 912 942 958 964 

な (l 01.260 〉 (2.2) (6.279 ) (2.7) (0.8) (3.3) (1. 7) (0.6) 
L 、 四 国 2， 2(.01.45 2) 2，(92 .0〉

2，332 2，371 2，437 2，478 2，529 

市 (21. 2) (4.6) (1. 7) (2.8) (1. 7) (2.1) 

田r 九 州 1，221 1. 341 1. 428 1，554 1，590 1，636 1，654 1，626 

村 (10.5) 9.0) (6.5) (8.8) (2.3) (2.9) (11) (ム1.7) 

f中 縄 641 731 809 803 838 891 912 918 

(5.6) (14.の (10.7) (aO.7) ( 4~4)1 (6.3) (2.4) (0.7) 

86 85 84 83 82 81 1980年

資料:全国農業会議所『閏畑売買価格等に関する調査結果J
注(1) なお，この地域区分では山梨は関東に，長野は北陸に入っている.

(2) ( )内の数字は対前年上昇率.
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第 7表 中田地価の下降した市町村の割合

(都計法の線引きをしていない市町村の農用地区域内ー旧市町村)

(単位:%) 

両副 8_1 _1竺J__竺 1瓦1- 85 I 86 I 87 

北海道 0.9 3.4 5.8 16.0 20.3 17.6 28.6 38.4 

東 ~t 1. 1 2.7 4.0 6.8 7.3 7.2 9.5 22.9 

菅 森 4.9 6. 7 9.0 18.2 18.2 5.5 9.9 27.9 

岩 手 0.4 1.3 1.4 3.8 3.3 1.4 6.6 8.5 

宮 域 1.3 4.5 3.8 8.3 8.9 31.2 

手火 田 1.3 1.7 6.2 7.5 5.6 7.9 5.1 24.2 

山 形 1.3 7.3 9.2 12.1 19.9 16.9 27.9 43.0 

福 島 0.3 1.0 1.6 0.8 4.8 3.2 12.4 

関 東 o.ヲ 2.6 2.1 2.9 1.9 1.7 3.7 2.7 

東 海 0.9 2.0 2.2 1. 1 1.4 2.4 2.8 1.8 

~t 陵 0.8 1.6 1.5 2.7 2.4 1.6 2.1 4.3 

近 畿 0.2 1.6 3.0 1. 1 2.8 5.8 5.1 1.3 

中 国 0.6 1.5 3.3 1.7 5.3 3.0 2.5 5.1 

四 園 0.3 1.2 2.6 3.0 3.2 0.6 2.1 5.1 

九 1'H 0.9 2.0 2.9 1.7 4.3 3.5 6.8 15.2 

Y中 縄 1.8 11. 8 

全 国 0.8 2.0 2.8 3.1 4.3 3.7 5.2 9.4 

資料:第 6表に同じ.

頃から北海道を始め一部の市町村で現れ初めた農地価格の下降の動きが次第に

拡大し， 87年には遠隔農業地帯に広く及びつつあることが確認されよう。かか

る動向は都市部およびその周辺部での高騰ないし漸騰と対比すればまさに対照

的である(地価二極化現象(2))。

なお、参考までにこの全国農業会議所の地価調査での農地価格の下降・横ば

いの理由に関する調査結果も示しておけば，第8表の通りである。下降理由と

しては， 都市計画法による線引きをしていない市町村の中田価格の場合 r農

産物価格が低い(不安定)j， [""生産調整」をあげるものが最も多く(あわせて

44 %)， 87年からの米価下落と転作拡大での農業収益の悪化が主な要因である

ことを示している。同じく中畑価格の場合では「農地の買い手がいないj，r生
産意欲減退j， [""農産物価格が低い(不安定)j，r労力不足，過疎化，農業後継
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第B表農用地区域内の農地価格の下降・横ばいの理由別調査地区数割合(1987年〕

f単位:%) 

¥ ¥¥  
中 国 中畑

都線計法の 都計法の
引きを 市 街 化 線引きFを 市街化

していた品調整区域 していな
い市町村 い市町村 調整区域

農産物価格が低い(不安定〕 20.9 16.9 15. 1 14.2 

生産調整 22.9 11. 8 7.2 6.6 

下
労力不足，過疎化，農業後継者がし、ない 7.5 7.4 15.4 15.5 

生産意欲減退 12.7 12.5 17.3 11. 3 

地価が農業収益で買える限界に達した 8.4 12.5 8.1 13.7 

開発や代替地取得がおさまった 2.9 3.9 1.2 2.9 

農地の買い手が少ない 14.6 28.2 25.3 30.4 
降 負債整狸 7.7 4.5 5.2 2.9 

そ の 他 2.4 2.3 5.2 2.5 

計 1∞.0 l∞.0 1∞.0 100.0 

農産物価格が低い(不安定〕 20.4 11. 4 15.4 9.6 

生産調整 9.1 4.1 2.7 1.6 
横 労力不足，過疎化，農業後継者がL、ない 19.2 11. 5 22. 1 12.5 

生産意欲減退 11. 4 11. 7 13.7 10.9 

tま 地価が農業収益で買える限界に達した 13.4 20.2 13.1 20.2 

開発や代替地取得がおさまった 2.3 9.0 2.0 8.2 

農地の買い手が少ない 20.2 29.2 26.4 33.3 

L 、 負債整理 1.2 0.5 1.0 0.8 

そ の 他 2.8 2.4 3.6 2.9 

計 100.0 l∞.0 l∞.0 l∞.0 

資料:第6表に同じ.

注.ここでい 5r下降J，r横ばし、」はi::3%以内の変動として，調査に当たった農業費

員会に農地価格の動向をきいたもの.

者がいない」等の理由をあげるのが多く，土地利用型の畑作農業では収益性が

低く，担い手が弱体化し，買い手がつかなくなっていることが下降の要因とな

っていることを示している。農業地帯での農業不況的様相の深まりを反映した

地価下落であるとみることが出来よう。

このように農産物貿易自由化攻勢，農産物価格下落，転作強化等を背景とす

る農業不況的様相の深まりの中で，都市部とその周辺部での高地価・地価上昇
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とは裏腹にそれらの影響の及ばない(ないしは弱い)地域の農用地価格は下降

基調に転ずるに至ったといえよう。

全国農業会議所の地価調査結果に基づく最近の統計上の地価動向は以上の通

りであるが，このことに関連して次の点を補足的に指摘しておきたい。第 1は，

実際の農地価格の下落傾向は以上の統計的動向よりももっと顕著であると思わ

れることである。地価の上昇局面においては一般に会議所の地価は実際の売買

地価よりも低めに現われていると考えられるが，そのため地価の下降局面にお

いては実際の売買地価が多少下降した程度ではその下落が会議所の地価には現

れにくくなっていると恩われるからである。それ故にさきにみたように会議所

の地価においても下降傾向が広範化しているということは，それだけ実際の売

買地価の低落が顕著なものとなっていることを示すものといえよう〈わ。

しかしながら第2に，このように地価が下落している地域でも，それが農業

収益地価水準にまで下落している地域はまだ余り多くない。農業収益が低下し

ていることもあり，依然として両者に聞きがある地域がなお多いのである。現

在の下落傾向がどこまで続くか，農業収益地価水準，少なくとも上層のそれま

で下落するかどうかが一つの問題であろう。

ところでかかる地価下落は何を示唆するか，この点についても簡単にふれて

おこう。農地価格の下落は 1980年代に入って農業不況に見舞われている先進

資本主義国に共通の現象である。地価二極化現象は都市市街地価格の上昇，高

地価の影響の強いところとそうでないところとの分化であるが，前者の影響の

弱い地域の農地価格の下落は，農産物過剰のもとでの農産物価格の下落(農業

保護，農産物価格支持水準の引き下げ)， 農業収益の悪化によって， かつての

都市・非農業サイドからのインパクトと農産物価格支持政策とに支えられた地

価上昇メカエズムがくずれつつあることを示すものといえよう。かかる地域に

ついていえば「地価神話」は崩れつつあるのである。

かつて市街地価格の農地への波及の広範化，全国的な地価上昇のもとで農地

価格の土地価格化がいわれたことがあったが，前述した地価の下落傾向は農地

価格の動向をどの地域も等し並みに論ずることの誤り，農業収益，それによる
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土地需要に結局は規定されざるを得ない地域がなお農業地域には少なくないこ

とを示している。農地流動化の分析の視野に自作地有償所有権移転もいれてお

くことが重要な所以であり，また地価上昇を前提として考えられてきたこれま

での施策(例えば，土地担保金融〉の再検討が必要となっている所以でもある。

なお，先にもふれたように地価の下落傾向の広まりにもかかわらず 86年に

は自作地有償所有権移転面積がどの地域でも減少傾向を示している。このこと

はどう理解されるのか。いくつかの地域での聞き取りからは，売却希望者は多

いのに対し，農業収益の悪化，先行きの不安定性等から購入希望者が少なくな

っていること，地価が今後更に下落することを見込んでの買い控え等から売買

が成立しにくくなっていること等があげられている。地価低下自体は買い手に

とっては農地移動の促進要因であるが，その背景にある農業収益の悪化，農業

の先行き不安等からの購入意欲の減退，買い控えが自作地有償所有権移転を縮

小させているのである(東北では農業収益の低下もあるから地価はまだ農業収

益地価水準までは下落していないところが多い〉。そしてかかる状況は限界地

的な条件の地域ほど深刻で，買い手がつかないまま荒廃化していく危険をはら

んでいる地域も少なくない。

注(1) 県別に 1981-85年の農地流動化面積割合をみると，自作地有償所有権移転によ

るものの方が上回っているのは東北の育森，宮城，秋田，九州の宮崎等であり(近

畿では大阪，奈良も)， ほほ措抗しているのが山形，岩手等である。 この外，九州

の大分，鹿児島では貸借によるものの方が多いが自作地有償所有権移転による流動

化面積割合も 0.8% (年率〉を上回っている。

(2) ここでの地価ニ極化現象は，市街地価格での大都市市街地価格と地方中小都市市

街地価格とのこ極化と，農地価格での都市近郊，周辺部での農地価格と遠隔農業地

帯での農地価格とのニ極イじという，二重の意味でのこ極化であり，両者が重合した

ニ極化である。なお，地価ニ極化については島本富夫「地価ニ極化の現状と農地J

(全国農業会議所『農政調査時報~ 1987年7月号〉参照。

(3) 例えば，米山町の O集落の農家の売買事例でみると(前掲第5表)， 1983， 84年

頃は 10a当たり 250-260万円であったのに対し， 84，85年には200-240万円と

かなりハ yキリした下落傾向を示している。更にまた宮城県農業公社の資料による

と，同公社の 10a当たり水田買い入れ価格は米山町では 81年より (80年の約232

万円から 84年の約205万円へ)， 米山町を含む迫管内では 82年より， 宮城県全体
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でも 84年よりハッキリした下落傾向を示している。

ところが全国農業会議所の『市町村別水田売買価格一覧表』によれば，米山町の

lOa当たりの耕作目的中国価格は70年代前半から 70年代後半にかけて上昇し (70

年45万円→80年150万円)， 80年以降はずっと 150万円の水準で推移している。

会談所調査の地価水準が実際の売買価格の水準より低しピー P時で80-100万円

の差があること，それ故にまた実際の売買価格がかなり下がってもまだ会議所地価

とかなり大きな差があり，そのため会議所地価の下落となって現れてはいないので

ある。

3. 農地貸借と農作業受委託一一宮城県霊米郡米山町の実態から一一

(1) 異な~形態の農地貸借の並存一一作り分けと利用権設定一一

1) 本章では宮城県米山町の事例を取り上げながら農地貸借と農作業受委託

との異同，連関等について検討するが，最初に米山町の農業の概要について簡

単に紹介しておこう (lh 米山町は北上川下流域，宮城県の県北に位置し，北上

川の支流である迫川が町内を貫流し，かつては水害常習地帯，湿田地帯であっ

たが，北上川，迫)11の改修工事， 1960年代後半から一連の基盤整備事業が実施

され，安定した水田地帯として発展してきている。耕地のうち 95%が水田で，

登米耕土の地帯に属し，大崎耕土と並び宮城ササニシキの中心産地であるo

仙台まで約50km，石巻まで約 30km，J R東北本線から東にかなりはずれ，

車では仙台，石巻までは 1-1. 5時聞かかり，地域の中での農外就業機会は狭

く，兼業機会には余り恵まれていない。従って，総世帯のうち農家が 76%を占

め(1985年)，第一次産業の就業人口割合も 53%と極めて高く，専業，第I種

兼業農家がなお過半を占める平坦，純農村である。経営耕地規模別農家数の推

移を第9表lこ示したが，中上層の農家の割合が高く， O.5ha未満の下層の割合

は低い。そのこともあいまって従来この地域は個別性の強い自己完結型の経営

が支配的であったが，基盤整備や水田利用再編対策等を契機として生産組織等

も形成されるようになってきている。また，中心的な稲作地帯ではあるが，養

豚，肉牛を始めとして畜産が広範に普及，存続してお D，中上層を中心に稲+
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第 9表米山町の経営耕地規模別農家数の動向
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資料:農業センサ人

注. ( )内は百分比.

第 10表米山町における農地移動の概要

ぐ単位:ha) 

自作地有償所有権移転 賃借権設定 利用権設定

農地法 |費用地利用増進法 (農地法〕 (農用地利用増進法〉

lヲ77年 i 16.5(104) 6.8( 5) 8.3(20) 

78 19.5(119) 1. 6( 3) 1. O( 3) 

79 16.4( 94) 0.8( 4) 10.0(20) 

80 13.4(106) 0.7( 9) 2.7(13) 

81 28.7(163) 2.8( 7) O.5( 3) 14.3(24) 

82 10.9( 74) 18.5( 67) 3.0( 5) 

83 5.8( 48) 44.2(148) 1. 7( 6) 4.9( 8) 

84 5.6( 48) 25.8(109) 6.0( 9) 7.3(15) 

85 6.5( 42) 21. 2( 78) 0.6( 3) 10.5(15) 

86 5.7( 55) 24.2( 67) 1. 1 ( 3) 4.6(10) 

資料:米山町農業委員会資料より.

注(1) ( )内は件数.

(2) 1985年末現在の利用権設定面積は 55.5ha (対総耕地面積比1.79の.

畜産の複合経営が多く分布している。

2) 米山町の農地移動は第10表の通りであるが，近年の法定上の農地移動

としては自作地有償所有権移転が多数を占めて主流をなし，かっ 81年以降は

80年以前の約2倍と大幅に増加している。前章で見たような負債整理目的の

農地売却が多発しているためであるが，この地域の場合には特に 1978年の宮

城沖地震にともなう住宅の新築，補修のための負債の問題が農地売却の多発の

大きな要因となっている (2)。



農地流動化の構造 25 

これに対し農地賃貸借の方は，農地法にもとづく賃借権の設定も利用増進法

にもとづく利用権設定も多くなく， 1985年末現在の利用権の設定面積は 55.5

haで総耕地面積に対する割合は僅か1.7%にすぎない。このことは，農地賃貸

借が法定上の賃貸借として現れにくいということもさることながら，農地賃貸

借そのものが余り多くないことの反映である。センサスでの農地貸借を見てみ

ると，第 11表のように，借入れ面積は停滞的で，借入れ面積割合は 85年で僅

か1.2%である。もっとも，貸付け地は 103haで借入れ地より多く(約2.6倍)，

貸付面積割合は 3.2%となっているので貸付面積の方が実際の農地貸借lこ近い

のかもしれない。

3) 統計上の農地貸借はこのように極めて少ないが，実態調査等でみると，

実際にはこの地域でも様々の形態の農地貸借があり，それらをふくめて考える

と農地貸借はもう少し大きな広がりをもって展開しているようである。そこで

まず実態調査からこの地域に存在する農地貸借の形態とその特徴を検討してみ

ょう。

第 12表は米山町 O集落の調査農家のうち，耕地の借入れのある農家をとり

あげ，経営耕地面積の順に配列してその借入れの内容を示したものである (0

集落は総戸数120戸， うち農家94戸， 耕地面積166ha， うち田 162ha，調査

は O集落の 3農事実行組合中 2農事実行組合分をほぼ悉皆調査一一1985年 11

月実施一一，なお，調査農家の耕地の構成および作業受委託の概要については

稿末の付表を参照(3))。 これでみると，この集落の農地貸借の形態は多様で，

しかもそれに応じて小作料の形態・水準も多様であること，こうした多様な形

第 11表耕地の貸借の動向(米山町〕

|借入農家数|以官会|貸付農家数|借入面積|貸付面積|借入面積劃合

(%)1 hal hal % 

1970年|必2 I (21. 8) I 58 I 1. 7 

75 I 219 I (10.6) I 23 I 0.7 

80 I 58 I ( 2.8) I 15 I 23 I 8 I 0.7 

B5 I 133 I ( 6.7) I 204 I 3ヲ 103 I 1.2 

資料:農業センサス.
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調査農家の農地貸借 (0集落)

農家 発生 面積 相 子 方 小作料 備 考
貸借 種類 地目

(相手方の事情) (土地改良経費，水槽)
番号 年次 (a) (IOa当たり) の負担等

① 借 利 用 機 1984年 国 821M 集落職員勤務農家 52，αEコ円 役場勤務，全面積貸付耕作者負担利用権 10年

② ~ {乍り分け 73 〆， 270 K 集落叔母無職 販売額の半分 後継者がいなくなった

③ー(1) ~ 利 用 権 84 d易 691M 集落職員勤務農家 52，α)Q ①と同じ貸し手 耕作者負担利用権 10年

~-(2) ~ ~ ~ タ 4010 集落板金自営 ~ )ハウス予定地，購入 ~ 〆， 

ター(3) ~ 3多 タ ~ 301M 集 落 d各 を前提に借地 ~ ~ 

ター(4) ~ 作り分け 79-80 ~ 106 d多 司法書士 折 半水利費・償還金・共済・防除費などは一切地主負担

~-(5) ~ ~ 85 ~ 5C d岳
ガ「ソリ Y スタ

~ ~ 
ソド自営

⑥ ~ 利 用 権 84 ~ 6C ~ 職員勤務農家 52，α)Q ①と同じ貸し手 耕作者負担

⑫ ク 使用貸借 83 ~ 1218 集落 酒・豆腐
水害地で荒らしているから貸せ，と借りた(飼料
作)

⑬ー(1) ~ 占用許可 78 河川敷 3建 設 省 3，αxl )河川敷，旧地権者，買収された40-50人が組合

ター(2) ~ 〆， 83 4会 6 d多 を作り，共同で借りている

⑬ ~ 利 用 権 84 国 3C県農業公社 52，α)Q → 1985. 11公社より購入(※〕

⑫-(1) d多 占用許可 ? 河川敷 11建設省 ? 

9ー(3) d島 作り分け 75 回 6010 集 落 35，α)Q 1醐一基…の 6:4 (借
¢ーは) 5018 集落 ~ り手 6)で分割(比率固定)したもの等~ ~ d多 ~ 

タ-(5) 501 ~ 
ないし

-・・→返還(※)~ 〆， 〆， ~ ~ 

タ→6) ~ ~ 4C隣町
兼業農家

d手~ ~ 

⑫ 4多 d多 81 d多 40lN 集落高庖 折 半圃場整備後の整地等ができないので委託地主側負
担

第 12表

M， K， 8集落はいずれも O集落の隣接集落.

※のついた貸借は現在は解消されている.

注(1)

(2) 
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態もふくめるとこの集落の農地貸借は件数としても面積としてもかなり多いこ

と(調査農家の耕地面積108.6ha中借入れ地7.8ha、7.2弘もっとも， これ

はこの集落の生産組織が後述のように集落外からかなり多くの面積を借入れて

いることによるところが大きい)，そして比較的最近年次のものが多数を占め

ていること，等の特徴を指摘できるであろう。

ここでの農地貸借の形態をあげると，一つは法定上の賃貸借として利用権の

設定があり，もう一つは占用許可，つまり河川敷の建設省からの借入れであれ

これらの他に作り分け，および使用貸借がある。

このうち，この地域で最も多いとみられるのは作り分けと呼ばれる形態の貸

借である。これは生産過程は総て借り手が担当し，費用については地主側も一

部負担し，収穫した米を両者で折半するというものである。

この場合，収穫した米はひとまず地主側が収得し，その半分を現金に換算し

て借り手に支払うというのが一般的である(出荷名義の地主側での留保〉。更

に細かくいえば，良質米奨励金までは借り手にも折半されるが，その他の奨励

金は地主だけで取得され，借り手に渡らない。他方，副産物のわら，もみがら，

くず米等は借り手側が取得している。

費用の方の負担は，資材費の一部，水利費と防除費(航空防除を実施してい

るのでその料金)を地主側が負担し，残りの資材費総てと労働費を借り手側が

負担している。農業共済掛金，公租公課は地主側負担である。

このように作り分けは，収穫物はひとまず地主側に帰属する形となっている

が，借り手側が生産過程の全体を担当し，収穫物の折半という形で地主側とと

もに借り手側も危険負担を分担するとともに〈なお，凶作時の共済金は総て地

主側に帰属しており，その点で危険負担は実質的に借り手側がより大きい)，

地主側も水利費，防除費等費用の一部も負担している。この点において作り分

けは，農作業受委託と異なるとともに，反面共通する面も持っている。形態的

には農地賃貸借と農作業受委託とのいわば中間的な形態であるが(分益小作に

近いともいえようか)，地主が耕地の用益権を借り手に提供し， その対価とし

て地代を取得するだけの賃貸借を現在の一般的な農地賃貸借とするならば，こ
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こにみられる作り分けは，そうした一般的な農地賃貸借に純化しきらない，多

分にこの地域の自作農経営の痕跡を引きずった形態であるといえよう。この地

域で自作形態を支配的ならしめている条件のもとでこそかかる形態の農地貸借

が生じていると考えられる(なお，作り分けについては後の補節も参照〉。

この集落では第12表にみられるように②農家の 1973年からの借入れや③

農家の 79年頃からの借入れ等比較的古くからの借入れ地にこの作り分けが見

られる一方で，極く最近の借入れ地にも存在している。そしてこれらは合わせ

て4件， 466 aで借入れ地総面積の 60%を占め，この集落ではこの形態の貸借

が面積的にも多数を占めている。このようにこの地域ではこの作り分けが以前

からの農地貸借の中心的形態であり，現在も主流をなしているのである。

他方，利用権についてはこの集落で主要部分を占めているのは，職員勤務の

農家(役場勤務，隣接集落〉による利用権設定である。夫婦とも職員勤務で，

親の労働力に助けられて自作していたが，親には肉牛の方に専念してもらうこ

とにして利用権を設定したものである。面積は 21Oa，期間 10年，設定した相

手は①，②，③農家の 3戸で，いずれもこの集落の若手4人によって組織され

ている生産組合のメンバーである。利用権設定はこの他にも③農家が他の農

家から(ハウスの予定地として将来購入することを前提に)設定を受けたもの

もある〈この他，宮城県農業公社が83年から米山町で実施している集合的利用

権等調整事業の関係で，⑭農家が県農業公社から暫定借り受けで利用権設定を

うけていたが，それを 85年 11月の再配分で公社より買い入れている (4))。

もっとも，この集落では利用権設定が農地貸借の中でかなりのウエートを占

める結果となっているが， これはたまたま役場勤務農家からの 210aというま

とまった利用権設定があったためで，どの集落でもこれだけのウエートを占め

ているわけではない。なお，町全体での利用権設定農家のタイプとしては，役

場や農協等の職員勤務農家，老人農家と農業者年金受給のための第三者移譲が

主である〈農業委員会の資料からの集計では 83年 12月から 86年6月までの

利用権設定のうち，老齢化，労働力不足一一老人農家と，子供が公務員，団体

職員，会社員というのが多いーーによるもの 48仇年金受給29%，耕作不便
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17%，負債整理6%となっている〕。ここでの利用権設定は今のところこうし

たケースに限られているといえるだろう(前述のような農業公社による暫定借

り受けでの利用権設定を別とすれば〉。

利用権設定における小作料は標準小作料の約130%高ということで， 52，000 

円というのが多い。これは後述のようにこの地域の農地賃貸借の中では最も低

位であり， 期間も 10年というのが多く，期間の長期性と小作料の相対的低位

性で借り手にとってはこの地域では最も有利で安定した借地となっている (5)。

こうした利用権設定をうけているのは， 0集落では今のところ生産組合に所

属するメンパーの農家だけでこのメンパーはこの他にも③農家が 156a，②農

家が270aの作り分けを有し，これら生産組合メンパーの農家は，稿末付表の

農家一覧をみれば明らかなように借入れによる規模拡大という点ではかなり突

出した動きを示している。

占用許可，河川敷の借入れは，⑬，⑫農家が行なっているが，これは河)11改

修で買収された土地の!日地権者40-50人が集まって組合を作り，共同で借入

れているものの一部で，小作料も安く，一般の借入れ地とはやや性格を異にし

ている。

この他，⑫農家の借入れ地は，水害で荒らしているところを貸して欲しいと

申し入れて借りた聞で，飼料作物をつくっているが，小作料は酒・豆腐を届け

る程度で無料に近く，事実上使用貸借の形となっている。

以上のように，この地域の主要な農地貸借の形態としては，従来からの，こ

の地域に特有な作り分けという形態の貸借と，農用地利用増進事業の中で新た

に作り出された利用権の設定という新しいタイプの借地(それは今のところ，

職員勤務の農家によるものや年金受給のための第三者移譲によるもの等狭い範

囲に限られている)とがあり，これら性格の異なるニ形態の借地が並存してい

るのである。そしてこのように異なった性格の借地が並存していることは，一

方で農作業受委託が広く普及し，この地域で自作形態を支配的ならしめている

条件の存在と密接に結びついている。いってみれば，賃貸借のなかに自作農経

営の痕跡がとどめられ，農作業受委託の影響が入りこんできているとみること
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ができる。

なお，米山町の場合，水田利用再編対策での転作の 80%前後を占める集団

転作lこは，全町レベルで処理される圃場整備事業関連の集団転作と各集落での

集団転作とがある。前者については生産組合による転作の作業受託であり，後

者については生産組合，ないし転作組合による転作で経営受託，つまり使用賃

借として挺えることが出来る〈町。集落での集団転作は 61年で約 170haである

から，これを使用貸借としてカウントすれば，米山町の農地貸借の中で最大の

面積を占めるのは使用貸借ということになる。

最後に貸し手側の特徴についてもみておくと，貸し手はほとんど集落外なの

で詳しくは分からないが，第12表からおよそ三つのタイプの貸し手をあげる

ことが出来る。第 1は210aの利用権設定をした農家に代表される職員勤務農

家であり，第2は，板金業・商庖・ガソリンスタンド等の多彩な自営兼業農家

であり，第3は後継者がいなくなった農家，老人農家のタイプである。前ニ者

は農外自立型，後者は「家」崩壊型の貸付け農家として特徴づけられるタイプ

であるが，この地域では前者は農外労働市場の狭あい性等によって，後者は直

系家族制が強固に存続していることによって，その大幅な拡大は制約されてい

るとみることができょう。

(2) 農作業受委託一一稲作の機械作業の一貫的精け負わせと委託側での

肥培管理一一

米山町の農作業受委託は稲刈・脱穀の請け負わせ面積でみると(第13表)，

80年がピーク (374ha，対耕地面積比 11.5 %)で， 85年はやや減少しているが

(326 ha，同 10.4%)，これは転作面積が増加しているためである。米山町の

場合，前述のように圃場整備事業関連の全町レベルでの集団転作での作業は生

産組合に総て委託されているから，これを農作業受委託としてカウントすれば，

さきの請け負わせ面積は更に 2∞ha前後増加し， 80年との対比でもかなり増加

することになり， その対耕地面積比は 20%弱で，転作関係部分もふくめると

作業受委託は米山町の耕地のかなりの部分をカパーしていることになる(7)。
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第 13表水稲作作業の請負わせの動向(米山町〉

(単位:戸.ha) 

稲(作〉内対水 育 苔 耕 起 回 植 稲刈・目見事史
実農家数 農家御j

合 (%) 

lヲ70年 7ヲ6 (38.4) 703 440 130 86 245 191 
F ・・4

75 2，049 (65.6) 702 493 443 328 474 318 

80 683 (33.8) 494 270 581 332 589 344 621 374 

85 661 (34. 1) 529 263 551 281 567 299 605 326 

資 料農業センサ人

1985年の稲作の作業請け負わせを耕地規模階層毎にみたのが第14表で， ど

の作業も 0.3ha未満層のほとんど， 0.3-0.5ha層の 3I 4， O. 5 -1 ha 層の半ば

が請け負わせている。この割合は面積に関しでも同様である(つまり請け負わ

せる農家は全面積を請け負わせているわけである〉。このように下層の大部分

が主要な作業を他に請け負わせているのである。

興味深いのはこの作業請け負わせ割合と農業機械の装備割合とがほぼ逆相関

の関係にあることで，下層は農業機械を装備せず，作業を他に委託するという

対応をしていることがあらためて確認できる。こうした対応は 1haを境目とし

て異なり，それ以上は農業機械の装備割合が高いが，それ以下では作業委託に

傾斜するという関係になっている。

これを更に農業労働力保有状態別にみると，補助者もいないという層がどの

作業も 70%前後の高い割合を示し，また，この層が請け負わせ農家の大部分

を占めている。つまり，農業専従者はおろか補助者もいない，というように農

業労働力が弱体化した農家が請け負わせの主体をなし，また，そのように労働

力が弱体化すれば，作業を委託せざるをえなくなるということなのである。

こうして個々の作業毎には請け負わせ農家割合は非常に高いが，育苗ないし

は耕起から稲刈・脱穀までの全作業を請け負わせた農家の割合は，防除の請け

負わせが極く少ないこともあって(航空防除を実施〉極めて低い。しかし，だ

からといって部分的な作業請け負わせが支配的であるというわけではなく， 0

集落の事例でみるように下層の場合(防除を別とすれば)大半がほぼ一貫的な
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第 14表階層.811水稲作作業請負わせ農家割合および農業機械の装備農家割合

(1985年，米山町〉
(単位:%) 

水稲作(作対業水譜稲負わせ長家〉割合
作付長家 (対食億業食績家械〉の装(個備人農有家+割共合有〉

稲刈・
動力耕

動力団 バイ γ 自脱型米安用転機長
実農家 育蓄 耕起 田植

用トヲ
コン

脱穀 植機ダー ，ミイ γ 乾燥機
il!l-

0.3 ha未満 90 85 86 89 9 4 

0.3-0.5 80 74 72 74 75 27 13 l 

0.5-1.0 57 44 49 51 53 53 43 43 5 3 

1. 0-1. 5 29 17 20 21 22 86 79 78 5 11 

1.5-2.0 11 5 5 7 8 96 ヲ3 79 24 33 

2.0-3.0 5 l 2 2 4 95 92 62 43 65 

3ha以上 4 2 2 4 93 88 46 64 78 

計 34 27 28 29 31 71 64 50 22 31 

専従 者 な し 49 40 41 42 45 

75 68 69 69 73 
し、

う 女の補助者だ
50 27 34 38 45 け

ち 男の補助者が
17 10 11 12 13 いる

専従者は女子だけ 13 5 6 JO JO 

男子専従者がいる 5 2 3 B 4 

資料:1985年七 γサス.

第 15表下層農家の稲作作業の請負わせの概況 (0集落〉

言背負付〉わせなし
育 F4臨 |稲刈( うち水稲
-脱穀までの・脱穀までの
全作業(防除全作業(防除脱穀稀 代かき脱穀{乍なし は除<) は除<)

50a未満 13 3(2) 9 

50-1∞ 14 6(1) 4 2 l 

100-150a 11 7 2 l 

作業の請け負わせとなっている。

第 15表は O集落の1.5ha未満層の 1984年の作業請け負わせの状況を整理

したものである。さきに第 14表で米山町の動向でみたのと同様に O集落にお

いても下層の作業請負わせが深く進行していることが確認できる。 50a未満層
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では稲を作付けしている農家で作業を請け負わせていないのは 1戸のみで，し

かもその総ては防除を除く全作業の請け負わせである。 50-100aになると請

け負わせなしが増えるが，過半はなお請け負わせ，しかも育苗，ないし耕起か

らの全作業を請け負わせている。 100-150aになると，請け負わせは 11戸中4

戸のみで，自家作業で行なうのが主流となっている。このように下層，特に 50

a宋満層のほとんどが稲作の全面積の作業を請け負わせており，作業の請け負

わせはこれら下層に集中していること，しかもその請け負わせは，部分的な作

業の請け負わせでなく，防除を除く全作業の請け負わせであることが確認でき

る。

ではこの全作業の請け負わせとは果たしてどのような内容のものであり，さ

きにみた作り分けとどこがどう異なるのか，その点を調査農家の実態からみて

みることにしよう。 O集落の調査農家における農作業受委託の状況は稿末付表

の右欄に示した通りであるが，肥培管理等もふくめた各作業の編成，分担状況

にまでたちいって検討するために，調査農家のうち主要な機械作業のほとんど

を請け負わせている農家の概要とその作業編成，分担状況を第16表に整理し

てみた。

これによってみると，主要な機械作業のほとんどを他に請け負わせている場

合でもこれらは基本的に賃貸借とは異なり，農作業受委託の範曙に属する内容

のものであることが分る。

各作業の編成，分担状況からみると，ここでの請け負わせには大きくは二つ

のタイプを指摘することができる。一つは主要な機械作業は他に請け負わせな

がらも水管理，肥培管理は自家でやっているタイフ。で，このタイプが請け負わ

せの大部分を占めている。表の上段に各世帯員の農従日数も記したが，このタ

イプの場合， 30日未満， 30-50日， 50-100日という形で年間農従日数はそう

多くはないが農業iこ従事している世帯員(高齢者が多い〉が何人か存在してい

る。なお，これらの農家には家畜を飼養しているのも少なくない。老人による

家畜飼養である〈例えば，@，⑧農家〕。この点でも農作業からの完全なリタイ

アではなく，機械装備や年齢の関係で自ら直接遂行できなくなった作業の他へ
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第 16表作業請負わせ農家の労働力構成と各作業の編成・分担状況 (0集落)

農家番号 I @ I ⑧ I@I@I  @ I @ I @ 

労働 r世帯主O:67， c 70， c 工員
62， e 75， b 78 47.e 常雇

土エカその妻@160，d 54， e 44 日居64， e 61， eパート 67 
の

板金 土建構後継者θ 33，e 自営 39 常f麗 46，職員

成その 妻@ 32，e職員 34， エ員 45，エ員

経営耕地面積 222 125 106 40 36 35 20 

田 面 積 220 123 104 40 30 31 10 

うち1985年稲 89 89 70 40 30 31 10 
作付

育 + 回 @ O @ O O @ O 
耕 起 O O O O O O O 
代 力、 き O O O O O O O 
回 植 O O O O O O O 
施 肥 @ @ @ 。 ? O 
防 除 ③ 航空防除航空防除 航空防除 O O 
中耕除草 @ @ 。 官 O 
水 管 理 @ @ @ @ @ 。
刈取・脱穀 O O O 脱刈取穀り@O O 刈取Oり00

脱穀 O 

乾燥 調整 @ O @ @ O @ O 
毎日の山羊の

作業 料金 協定料金 P 協定協金 P 協定料金 協定料金 乳と盆暮れの
届け

収量(俊〕 69 67 68 40 27 24 9 

機械が使
動めにで

機械作業
機械もを買っ作業請負わせ えない。 働き手が

ていたた
はすべて

て割にあ 同左 老齢化の理由 労力がな ない 本家に依
L 、 め

頼
わない

請負わせ開始 lヲ78 1985 1975 P 1950頃から 1978 1975 時期 (?) 

今後の継続の
継続 フ 継 続 ? 継 続 継続見込み

近隣の機械
生産組合と妻

古くからつき
請 負わせ先 生産組合生産組合 26農家 本 家 のあいた農 あいのある農

家
の実家

家 (0集落)

注(1) 労働力のところの数字は年齢，アルフアベットは年間農従回数.

a =150日以上 b =100-150日 c =50-100日 d =30-50 8 e =30日未満

f=O 
(2) 請負わせている作業には0，農家でやっている場合，その担当者をの，@……で

示した.
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の請け負わせなのである。

もう一つは，肥培管理等もふくめた全作業を他に請け負わせているタイプで，

@農家の場合がこれにあたるであろう。この場合，自家では(稲作については〉

直接作業を行なっていないから，この面では農地貸借と異なるところはない。

しかし， こうした⑧農家のようなケースもふくめて貸借と異なるのは， 収

穫物を委託者が収得しており，その処分権は委託者側に帰属していること，し

たがってまた豊凶等のリスクの負担も委託者側が総て負担していることである。

受託者側からみれば，こうした受託は経営耕地の拡大ではなく作業面積の拡大

に過ぎない。そうした点でこれはあくまでも賃貸借ではなく農作業委託なので

ある。

第16表の上段には労働力の構成と経営耕地面積を示したが，いずれも老人

農家かく@， @， @農家)， あるいは後継者がいても農外の兼業にほとんど専

従している農家である。しかし，そのように労働力が劣弱化しながらも，肥培

管理程度の作業は自家で可能であり，機械作業を他に委託すれば稲作は自家で

維持できるわけである。肥培管理程度の作業をこなせる労働力がまだ存在し，

作業を受託してくれる農家，ないし集団〈生産組織〉が周囲に存在する限りま

だ稲作は自家で維持できるのである。そしてその方が貸付けるよりも経済的に

有利なのである(この点は後述〉。

また，作業委託の理由をみてみると，働き手がいない，老齢化といった労働

力上の理由とともに，機械を買っても過剰投資になるという理由をあげている

のも首肯されるところである。事実これらの農家は目ぼしい農業機械はほとん

ど装備していない。この点は米山町全体の動向としても確認できる点である。

請け負わせ開始時期は作業の種類によっても異なれなかにはかなり古くか

ら請け負わせているのもあるが，育苗，田植，刈り取れ脱穀等は機械化一貫

体系が整備されるようになってからで， 1975年以降のものが主体をなし，なか

には 85年からというものもある。老人農家等の場合， 一方での高齢化と他方

での機械化体系の整備とがあいまって作業の請け負わせへと傾斜してきたとみ

られる。
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請け負わせの相手先は，生産組合と個別農家とが並存している。ほとんどが

集落内での受委託関係であるが，個別農家への請け負わせは親戚等の侍別のつ

ながりに基づくものが多い(稿末付表参照〉。

今後の継続の見込みについては，間取りできなかったのを除けば，いずれも

継続する見込みと答えている。作業の請け負わせが今後もこのまま続く見通し

である。請け負わせをやめるのは，作業委託から経営委託=貸付けに進むか，

逆に自家で行なうようになるか，のどちらかで，下層に関して特に問題となる

のは，前者の作業委託から貸付けにどの程度進むかどうかであるが，肥培管理

の作業を行なえる労働力が存在する限りは作業委託を続けていく，それがさき

の今後の見込みについての答えの意味するところであろう。

なお，@， @， @農家は老人農家になっており，またそうした農家が請け負

わせ農家の主要部分をなしている。これらの農家は後継者を補充，確保できな

ければ，高齢化とともに早晩農作業から完全にリタイアし，貸付けか，売却等

の処分をせざるをえないことになるわけであるが，例えば，⑧農家等は都市に

転出している子供を呼び戻すベく働きかけている。それがどこまで可能かどう

か，老人農家化=一世代型に移行したこれらの農家が三世代型を再び回復でき

るかどうか，が注目される点である。

(3) 貸借の形態別小作料と作業料金一一貸付と農作業委託との経済性の

比較一一

以上のような農作業受委託の内容と性格を確認した上で，さきに検討した農

地貸借と農作業受委託それぞれにおける借り手，貸し手ないし出し手，受け手

双方の費用の負担の仕方と，各々の取り分の比較検討を行ない，あわせてそれ

ら農地貸借と農作業受委託との共通点・相違点について考えてみることにした

U、。
84年3月に改訂された米山町の標準小作料は， 10 a当たり玄米収量530kg

の土地で 40，400円， 500 kgの土地で 34，000円とされたが， 第17表はその算

定基礎となった各費目毎の数値を示したものである日)。参考までに農林水産
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第 17表標準小作料とその算定基礎数値 (1983年度，米山町〉
f単位円)

米山町|
1983年度

水(参考「〉農
省米生

標準小作 産(費宮調城査」 備 考

料料算t定A)資 1984年〉県働， 

10a当たり生産費

物 財 費 (i ) ヲ3，672
1

74，677 

種 首 費 1，796 2，481 

E巴 料 費 18，125 7，765 

農 業薬剤費 5，679 6，216 

光熱動力費 4，644 3，828 

その他諸材料費 6，353 1，941 

土地改良費及ぴ 11，911 6，628 ω:関係 5土地改良区平均
水 華Ij 費

賃借料及び料金 4，100 1O， 04C 仏J: J農業共済組合調

農機具費 37，558 32，181 

建 物 費 3，506 3，597 

労働費 (ii) 35，592 43，589 

費用(iii=i +ii) 
ω : 7.73営l人人指目目標( (61.9時間)X4，6∞円

129，264 118，266 6 (経 及び農業会議所調〉

資 本利子 (iv)
(同:6.91 A B (55. 3時間)X6，306円

9，641 6，358 

公 租公課 (v) 1，120 

ui+iv+v 140，025 

10a当たり粗収益 (530kg) (5∞ kg) (533 kg) 

主 産 物 196，707 185，573 179，368 

国j 産 物 10，325 9，960 7，619 

粗 収 益 計 207，032 lヲ5，533 186，987 

経 営 者 報 酬 26，607 :~' ;~~i 標 準 小 作 料 40，400 34，000 

省『米生産費調査dl(宮城)の数字もあげてみたが，それとの比較でみると，

収量はほぼ同じで粗収益は米山町の方がかなり高くなっているのは自主流通米

格差や良質米奨励金をおりこんで計算しているためである。費用面では肥料と

農機具費は米山町の方が高くなっているが，労働費は米山町の方がかなり低い。

労働時間は米山町の方が多くなっているのだが 1日当たりの労働評価額が米

山町の方が 1，700円程度低くなっているからである。これは低労働評価に基づ

く低労働費のためで，地域の労働市場における労賃水準の低位性の反映である。
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土地改良費および水利費は米山町で高く賃借料および料金では米山町が低く，

その両者を合計すると双方ほぼ等しくなっている。

これらの結果，物財費と労働費を合計した 10a当たり費用計では米山町の方

がl万円余り高いが， 10 a当たり粗収益も 2万円近く高くなっている。農林水

産省『米生産費調査』の結果と比較すれば，こうした相違を含んでいることを

念頭においたうえで，この米山町の標準小作料算定の数値を基にして，これま

で述べた各形態毎の農地貸借と農作業受委託の 10a当たりの稲作の費用と収

益の配分の比較を行なうため第2図を作成してみた(ここでは 10a当たり 530

kgとして計算している。 80-83年の冷害年も含めた収量としては高目である

が， 84-86年の収量でみるとほぼ妥当である〉。

ここに取り上げたのは七つのケースで，第1は1つの基準としての標準小作

料の場合，第2はその 30%高として決められることが多い利用権設定の場合

であり，第3および第4は定額現物小作料の経営受託を考え，小作料3.5俵な

いし4俵として想定した場合，第5は前述したこの地域に支配的な貸借である

収穫物折半の作り分けの場合，第6はこの作り分けのヴァリエーションで 5

分5分ではなく 6分4分(借り手が6分〉とした場合，そして第7は農作業

委託で育苗から乾燥調整までの機械作業総てを委託した場合である。標準小作

料の場合，および小作料3.5俵ないし4俵の経営受託は我々の調査事例には現

れてこなかったが，標準小作料は一つの基準としての意味で，また，定額現物

小作料の経営受託は周辺町村での調査報告でそうした事例が報告されているの

で，それらとの比較の意味も含めて取り上げてみた。

ケース (1)の収益残余方式としての標準小作料の場合，粗収益から生産費・

資本利子・公租公課の他に一定の経営者報酬を控除した後の残額を小作料とす

る建前だから，それをどう評価，計算するかによって一定の聞きは生ずるが，

コストは補償され，従って小作料は相対的に低位になる。それに対し，ケース

(2)の利用権設定の場合，小作料は52，000円で，標準小作料に比し30%， 12，000 

円程小作料が高くなったぶんだけ，小作「剰余」が縮小するが，それでも 12，000

円余りの小作「剰余」が確保できる計算となる。利用権設定がこの地域では借
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52，ωo円の場合
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、 平IJ防〆
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|委事|

ケースω託 皇[佃小作料4依

標準小作料の場合

10万円 20万円

|労働費 | 物 財 費 |斜|齢者報酬|標準小作料|ケース(1)

農業共済掛金+公租公認=A→
| 労働費 | 物 財 費 |若手IJ1 小作料|ケース(2)

小 作 料 4俵一一一一一吋

地主取分

主産物折半 ‘ 

; 水
地主取分 lケース(叫作報(主産物折半

主産物 4 分一一→~ ~ .霊1
富良214 地主取分 |ケース刈: i l主722Jジ)分

作業委託ー育苗・耕起・

| 支払作業料金 |その他費用|労働費IA; 委託者取分 |ケース例代かき・倒植-;XIJ取脱殺・

乾燥調整議負わせ

第 2図貸借・農作業受委託の形態別 10a当たり稲作費用と収益の配分

IOa当たり収量 530kgの場合で計算.
費用等は第 17表の標準小作料算定の数値を使用.
作業委託の料金は 1985年度良作業労働賃金基準協定表に基づく.
なお作業委託の労働重量は標準小作料算定の数値から耕起・整地・育首・田植・刈取・脱穀・乾燥・調整を除く部分につい

て算出.
(4) ケ一九(1)，ケース(3)，

小作側負担物財費
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小作側負担物財費
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小作側負担物財費
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<c 

ケー λ(4)については調査地の事例ではでできていないが，比較の参考のため示した.
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り手にとって最も有利な条件の借地なのである。そのためもあれ利用権設定

の場合には地主に代わって借り手が園場整備事業費の借入金を償還している場

合も少なくない。そうすると，さきの小作「剰余」の大部分がなくなってしま

うことになる。

参考として取り上げた定額小作料の経営受託の場合，水利費・防除費を地主

側で負担しないならば，小作料4俵だと借り手側は物財費ないしは労働費部分

をかなり割り込まざるを得ず，小作料3.5俵で辛うじて物財費と労働費を確保

できることになる。作り分けと同様に水利費・防除費を地主側で負担というこ

とにすると，ケース (4)でやっと借り手側が労働費と物財費を確保でき，ケー

ス(3)の小作料3.5俵で資本利子部分も確保できることになる。

それではケース (5)の収穫物折半の作り分けの場合はどうか。作り分けの場

合，前述のように地主側が公租公課，園場整備事業費，農業共済掛金はもちろ

ん，水利費・防除費等の物財費の一部も負担している。そして副産物は借り手

が取得するが，主産物の玄米が折半なので， 530 kgであれば 5分5分で 265

kg，約4.5俵ずつ借り手，地主双方が取得することになり，借り手側の実質的

な負担はきわめて重いものとなる。即ち， ケース (5)のように借り手側は折半

された取り分からは労働費・物財費部分の両方は確保できなくなり，結局，労

働費か物財費かのどちらかのきりつめをはからざるをえないことになる(自家

労働評価額の切下げか，償却費部分の負担の既存経営部分への転嫁〉。

なお，役場での聞き取りでは，かつての作り分けでは 5分5分の折半が一般

的であったが，最近は 6分4分ないし 5.5分4.5分という分け方のものもでで

きているという(借り手6分ないし 5.5分〉。東北地方の米生産費の構成で粗

収益に対する費用合計の割合が75年頃までは 50%前後であり (9)，その限りで

は5分5分の折半も一定の根拠を持つものといえた。しかし，その後機械化に

ともなう償却費，物財費の増加，米価停滞，連続冷害等により粗収益に対する

費用の割合が60-70%に増加してくる中では 5分5分の折半は借り手側に過

重な負担を強いるものにならざるを得ない。前述のように 6分4分ないし 4.5

分 5.5分の分け方がでてきたのはそのためであろう。そこでそれを 6分4分に
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してケース (6)としてみてみると，これならば借り手側も労働費・物財費を確

保でき，更に資本利子の確保も可能で，ケース (3)とほぼ同様の水準となって

くる。

最後にケース (7)で農作業委託の場合を育苗から乾燥調整までの機械作業を

総て請け負わせ，肥培管理の作業は委託者が行なうものとして計算してみた。

ここでは支払い作業料金の計算がやや過小，従って委託者側の費用の負担がや

や過小になっているきらいもあるが，ともかく肥培管理等の労働部分を控除し

ても委託者取り分がケース (1)-(6)での地主側の実質的取り分をかなり上回る

形となっている。さきにふれたように肥培管理程度の労働を行なうだけの労働

力を確保し，しかも農作業委託ででも収量が余り低下しないならば，そして作

業を受託してくれる農家・集団が周辺に存在するならば，経済的には低労賃，

高収量による高地代の貸付けに比較しでもなお農作業委託の方が経済的には有

利であることがこの図からもあらためて確認できる。

以上のような様々のケースの農地貸借と農作業受委託における費用の負担と

収益についての検討からおよそ次のようなことを指摘することが出来るであろ

つ。

まず，第1に標準小作料の場合も含めて全体的に低労賃，高地代の関係が強

く現れていることである。この地域の土建関係の臨時雇いでの 1日当たり賃金

は男子で5，000 -6， 000円，女子で4，500円というのが通例であるが，標準小

作料の算定で用いられている自家労働評価額は前述のように 1日4，500円で

一一「農作業労働賃金基準協定表」での男子の一般作業の賃金と同じ一一これ

は土建臨時雇い賃金水準すらかなり下回っているのである。基準となる標準小

作料がかかる低労賃を基礎にして設定されているわけである。ケース (1)の標

準小作料の場合のこうした労働費と経営者報酬とを合計して実現しうべき所得

として計算してみても，その 1日当たりの額は 8，046円に過ぎない。 10a当た

りの労働時間を 61.9時聞から宮城県平均の 55.3時間に短縮しでも 9，000円，

宮城3ha以上層の 51.2時間(推定〉に短縮しでも 9，718円である。ケース (2)

の場合なら同様に 1日当たり所得は 6，286円， 51. 2時間で 7，583円である。こ
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れはケース (1)で宮城の恒常的賃労働労賃なみ，ケース (2)では地元の土建臨時

雇い賃金をやや上回る程度の水準である。

更にケース (3)やケース (6)ならば，土建臨時雇い賃金すら下回る「農業労働

賃金基準協定表」の賃金水準を辛うじて確保するに過ぎず， ケース (4)やケー

ス(5)はそれさえ割り込むわけである。つまり，低労賃，高地代の関係は，利

用権設定の場合から経営受託，そして作り分けと移るにしたがってより強く現

れているのである。

第2に，この低労賃，高地代の関係は農作業受委託の場合に最も強く現れて

いる。その基礎にはいうまでもなく作業料金の低位性があるわけであるが，米

山町の場合，作業料金は宮城県北の中でも最も低いグループに属している。労

賃水準の低位性とともに，米山町での圏場整備率の高さ=機械の利用効率の高

さのためである。この結果，作業委託での委託者取り分が貸借での地主取り分

を上回り(低作業料金， 低労賃を基礎とする高委託者取り分)， 地主にとって

は農作業委託が最も有利となっている。そこに農作業受委託が最も広範に普及

している経済的根拠が存在する。

第3に，以上のことを逆にみていけば，こうした農作業受委託が広範に成立

し， しかもそれが委託者優位の構造となっているもとでは，そこで発生する貸

借は，その形態や地代水準等においても農作業受委託に引きずられたものとな

らざるをえない。農作業受委託と農地賃貸借との中間的な形態である作り分け

が生まれる所以であり，更にはその対極にある利用権がなかなか一般化しがた

い所以でもある。

(4) 規模拡大，コスト節減と農作業受委託

この地域における農地賃貸借と農作業受委託の異同，それぞれの展開状況は

以上の通りである。利用権設定は徐々に増加してきているものの，現在のとこ

ろ職員勤務農家，老人農家と農業者年金受給での第三者移譲等の限定された範

囲でしか展開しておらず，労働力が欠損する等で規模を縮小する農家の支配的

な対応としては，機械作業の委託であり，他に一部で作り分けという形態の貸
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借がなされている。

それが個々の農家や集団(の規模拡大〉にとってどのような意味を持ってい

るか，更にそれがコストの節減に対してどのような役割を果たしているか。そ

の点を農作業を受託する農家や集団の仰lから，更には委託する下層農家の側か

らみておくことにしたい。

米山町で農作業を受託しているのは，稿末付表にもあるように個々の農家と

生産組合である。前者は親類，近隣等の関係から受託するのが多いが，最近の

受託の主体として注目されるのは生産組合である。そこでこの生産組合の受託

の動きについてみてみることにしよう。

第 18表は米山町で聞き取りを行なった生産組合について，その事業部門構

成をみたものである。これらの生産組合はいずれも稲作と転作受託の麦，大豆

作と野菜作の 3部門からなる複合的構成を取り，構成メンパーの通年的就業を

確保する体制をとっている。その中で基幹的位置を占めているのは稲作である。

稲作では，組合員の水田と員外からの受託からなるが，後者のうち借入れ(作

り分けや利用権設定等〉は全体的に少なく，大きなウエートを占めているのは

農作業受託である。稲作の作業受託の規模は生産組合によって異なり，また作

業種類によっても面積規模は異なり，パラっきは大きいが，刈取りでみると 5

-10haというのが多く， 員内も合わせると 20-30haの作業規模を確保する形

となっている。この地域では農地貸借よりも農作業受委託の方が主体であると

ころから当然のことながら，個々の経営の規模の拡大の方法としても借入れよ

りも作業受託の方がより重要なウエートを占めており，また，それがこうした

集団の規模拡大にとっても一定の重要な意味を持っている。このような作業規

模の拡大，生産組合の事業量の拡大によって，生産組合のメンバーの農業内就

業の場の拡大，機械償却費の負担の軽減を図り，生産組合の収益の拡大に一定

の貢献をしているからである。それ故また生産組合では，作業受託によってで

も稲作の規模を拡大していこうとする志向は強い。

もっとも，生産組合にとっては規模拡大の方法としては稲作の員外受託だけ

でなく，転作の受託，野菜作部門の拡大等があり，実際にはそれらを適当に組
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生産組織 員内 借入 員外作業受託(ha)

主
開始 組 合 員

形態 規模れ 門 |メ咋燥形
態 形態 品目・面積

(ha) (ha) 代きか田植脱穀調整 年次 戸数等

IR高能率機械作業 共同
年

ハウス40a全作業共同 18.5 1.8 6.9 8.7 32.0 10.3 共同経営4.2 7.35 1979 9 受託組合 経営 ソラマメ 露地10a

2 Si高受能率託機械組作業合共同作業 14.5 2.0 3.0 3.0 3.0 8 

6 Kj水稲集団春作業共同 7.7 一1.5 1.5 5 栽 培 組 合

9 0 中央生産組合全作業共同 10.0 6.1 -14.8 5.9 3.1 共同経営2.4 6.0 共同 78!{ホウレソソウ ハウス50a 4 
経営 イチゴ ノ、ウス7.7a

!O Se生産組合全作業共同 19.3 -12.0 7.0 11. 0 7. G 4.0 共同 ハウス41a 7 作業受託 1.0 経営 小ネギ ~ 12 a 

12 To生産組合全作業共同 18.0 -1 5.0 5.0 共同経営7.1 1.7 共同 81 ハウス50a 6 
経営 ピーマン タ 8a

13 K 生産組合全作業共同 15.0 -1 6.5 6.5 共同経営3.0 3.0 共同 81 ホウレソソウ ハウス 14a 6 経営

16 Sa肥育豚生産組合 プール計算 -1 5. C 共同経営
3共同経営

7.2 -14.0 3.0 3.0 肥育豚
420頭 X2

200k生産組合全作業共同 18.3 一 3.33.1 5.6 5.6 共同経営 7.8 7.8 共同 84 ハウス30a
6 経営 レタス ~ 30a 

第 18表

生産組織の代表者からの聴き取りによる.

全作業共同は，ここでは機械作業の共同で， llE培管理は個別に行なっている.

注(1)
(2) 
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合せ，相互補完を図りながら拡大を行なっている。メンバーの通年的な農業就

業の場の確保ということから，単にこうした稲作の拡大だけでなく，野菜作等

の拡大，安定化をも合わせて図っていこうとするものである。

ではこうした農作業受委託はコストの節減，特に下層のコスト節減にとって

どの様な意味を持っているか。 次の第19表をみていたただきたい。 これは農

林水産省「米生産費調査結果」の宮城と近畿を比較したものであるが，宮城の

結果で注目したいのは，最下層の 30a未満層のlOa当たりの費用や第2次生

産費が 1-3haの中上層に比較してむしろ少なくなヮており，最上層の 3ha以

上層と比較しでもそれほど大きな差は存在しないことである (10)。これは，賃

借料および料金が 30a未満層， 30-50a層で突出して高くなっているのに対し，

農機具費，労働費がかなり低くなっていることからも窺えるように，下層が機

械作業を他に委託しているためであることは明らかである。米山町の例でみた

ように宮城県では稲作の農作業受委託が広範に普及しているが，下層の農作業

委託によるコスト節減効果が米生産費調査結果にもこのように明瞭に現れてい

第 19表 作付規模別 10a当たり生産費(1984年)

l 室長室|費用合計|農機具費 i 持縫|労働費 I~聖書Z詳
30 a未 満 144，129 108，201 40，851 33，354 74，847 

30-50 a 174，497 138，900 24，775 31，722 49，581 89，319 
宮

5C-100 167，273 131，950 32，359 20，683 45，276 86，674 

1∞-150 156，206 122，198 36，269 6，665 46，718 75，480 

城
150-200 158，053 120，840 37，101 8，585 42，9ヲ2 77，848 

200-300 150，425 112，161 35，385 1，810 42，096 70，065 

3∞a以上 147，062 98，019 24，039 2，962 40，4∞ 57，619 

30 a未満 263，763 240，877 92，425 10，480 90，887 149，990 

3丘
30-50 a 233，918 204，892 69，510 9，850 83，002 121，890 

50-1∞ 199，509 174，578 57，508 9，871 68，870 105，708 

l∞-150 170，855 141，171 48，955 5，974 51，835 89，334 
畿 150-200 181，264 150，098 41，152 8，799 63，650 86，448 

200-300 159，290 121，555 28，866 3，251 58， 146 63，409 

資料農水省『米生産費調査.11.
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るのである(前述のように上層にとっても同様に作業規模の拡大によるコスト

節減効果があるはずだが，その点は必ずしも明示的にはとり出せない〉。

以上の点は近畿と比較すると一層明瞭である。即ち，近畿の場合， 10 a当た

りの費用の階層差が非常に大きいのに対し，宮城では前述のようなことから階

層差は比較的小さく，かっlOa当たり費用額自体は，宮城と近畿ではどの階層

をとっても宮城の方が近畿より少なく，また下層になるほEその開きが大きく

なる。近畿の場合，農作業受委託の普及はそれほど進んでおらず，そのため 30

a未満層， 30-50 a層の賃借料および料金の額は余り大きくなく，その代わり

農機具費，労働費は近畿の中上層に比較しでも，宮城の下層に比較しても非常

に高くなっている。つまり，このような近畿と宮城の米生産費の差は，農作業

受委託の普及の差の反映としてとらえられるところが少なくないのである。こ

うした米生産費の内容の地域差の検討を通して，我々は間接的ながら農作業受

委託のコスト節減効果を改めて確認することが出来るであろう。

また，以上のことと重なるが，農作業受委託による稲作費用の階層間格差縮

小機能についてもこの地域では顕著に現れていることを確認できる。かかる機

能と，主要作業の外部委託によって自家労働力の劣弱化した下層農家をも自家

耕作に踏みとどまらせる作用とがあいまって，農作業受委託は一定局面までは

分解抑止的に作用しているということが出来るであろう。この点もまたこの地

域で農地賃貸借がそれほど展開しない一つの要因となっているといえよう。

補節作り分けについて

本章第1節，および第3節で収穫物折半で，地主側も物財費の一部を負担す

る，作り分けと称されるやや特異な形態の貸借が存在することを述べた。これ

は先にも述べたが，地主が耕地の用益権を借り手に提供し，その対価として定

額の小作料を取得する形態の貸借を現在の一般的な農地賃貸借とするならば，

やや特異な形態の貸借であるといえる。

しかし，この形態の貸借は必ずしもこの米山町だけの例外的な貸借ではない。

米山町周辺地域での調査報告からでも，例えば，前掲荒井「宮城県北地域にお
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ける農地賃貸借の実態と小作料問題」や同「水稲単作地帯における農地移動の

構造JC~東北大学農学研究所報告』第 35 巻第 1 号， 1983年〉等において南郷町

や小牛田町で同様な収穫物折半の形態の貸借の事例の存在が報告されているし，

鈴木幹俊『農家の小作料観(1)一一宮城仙北地域農家意識調査結果報告一一』

(東京農工大学農学部農業経済研究室， 1985年3月〉でも折半という形態の小

作料がかなり広く報告されている。このように宮城県北部の地域に関してはこ

の収穫物折半という形態の貸借は現在でも広く分布しているものと考えられる。

その他，秋田県湯沢市での調査報告でも折半形態の貸借の事例が報告されて

おり (ll)，更に佐賀県では作り上げという名称、のもとで収穫物折半の貸借が広

く成立しているが(12)，これも米山町の事例とほぼ共通の内容とみることが出

来る。注闘にあげた相川，香月論文によれば， この作り上げでは地主側は租

税公課諸負担の他，水利費，謹概費，圃場整備負担金等も負担するのが一般的

であるが，少数ながら物財費も地主側が負担する例もあるという。

その他，収穫物折半ではないが，基準収量を設定し，それを折半，ないし6

分4分で分けるという例や，農業所得を 5分5分等で按分する計算で小作料を

設定するという例も報告されている (13)。

このように極く限られた調査報告事例の検討からも収穫物の折半を始めとす

る一定比率での按分という形態は意外に広く分布していることが分かる。

費用の負担の仕方については必ずしも明らかでない例もあるが，共済の名義

や，出荷名義は地主側，委託者側が留保しているのが多いようで，その場合に

は共済の掛金や水利費等は地主，委託者の負担ということになる。借り手側の

「耕作権」がまだ独立したものにはなっていないのである。米山町の場合は更

に航空防除を実施しているということでその費用も地主側が負担しているわけ

で，そのような形で地主側が結果的に物財費の一部も負担することになってい

る。このような点に着目すれば，分益小作のー形態といえなくもない。

米山町でこうした作り分けがどのような歴史的，地域的な事情から成立し現

在のような形態となっているか。それをここで詳らかにする用意はないが，農

家や役場の担当者からの聞き取りの限りでは，農地改革後の自作農の自己完結
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的な経営が兼業化や機械化で徐々にくずれ，そこで発生してきた農地貸借がこ

の作り分けであったという。自作農経営の部分的な分解が農作業受委託の形で，

そして一部は定額小作料の賃貸借に純化しきらない作り分けという形態で進行

したのである。

この地方は戦前刈り分けという小作関係が存在したが，作り分けの収穫物折

半という形態は基本的にそれを引き継いだものであるという指摘もなされてい

る(1句。こうしたかつての 5分 5分の小作料率や，家族労働力の一時的変動に

ともなう農家相互間の労働力調整(1め等を原型としつつ，戦後の自作農経営が

機械化，兼業化等で分解する中で，そうしたかつての伝統的な地主小作関係等

の痕跡をひきずりながら農作業受委託や作り分けという形態での貸借が発生し

てきたということであろうか(16)。 ともあれ， 収穫物折半方式が戦前の小作料

率を引き継いだものとしても， 1970年代前半には粗収益に対する費用合計の割

合が 50%前後であった限りでは一定の根拠を持つものであったといえよう。

そしてそれが70年代後半以降のように 60-70%に増大していけば 6分4分

に変更するものも生じることにならざるをえないのである。

いずれにせよ，自作農的構造がなお強固で，その部分的な分解も大部分は農

作業受委託という形態で展開しているような中では，そこで極く部分的に発生

する農地貸借も定額小作の農地賃貸借に純化した展開とはなりにくいのである。

注(1) 米山町の農業についてはその実態，構造を多方面から分析した『地域農業の構造

と再編方向 (n)一一宮城県米山町実態調査報告一一JI(特別研究「高生産性土地利

用型営農主体の形成条件及び経営管理方式の解明」研究資料第2号，農業総合研究

所， 1987年〉参照。

(2) rI978年6月12日宮城沖で発生した地震により当町においても家屋の倒壊，損害

等大きな打撃を受けた農家が多<，新築，補修で多額の負債を抱えていたところへ

4年続きの冷容の追い打ちを受け，負債整涯のため農地を手放さざるを得ない状況

となった。その傾向は現在も続いているJ(米山町農業委員会資料〕。

(3) 0集落の農業の構造とその特徴については前掲『地域農業の構造と再編方向(n)

一一宮城県米山町実態調査報告一一』参照。

(4) 米山町における集合的利用権等調整事業については，拙稿「農地移動，農作業受

委託の構造と農家の階層変動J(前掲『地域農業の構造と再編方向 (n)一一宮城県
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米山町実態調査報告一一』所収〕参照。

(5) なお，ここでの利用権設定にはほとんどの場合，宮城県農業公社が介在しており，

直接的には農家はまず農業公社へ貸付けしく10年間の場合には小作料ー括前払L、)，

それを農業公社から再借入する形となっている。

(6) 米山町では 1970年代後半以降中上層の少戸数の農家による生産組織(生産組合〉

が組織されてきており，それが集団転作を担っているが，集団転作が各集落で行な

われるようになる中で，生産組合とは別に数戸程度の農家による転作組合も組織さ

れてきている。米山町での生産組織と集団転作の動向およびその特徴については拙

稿「地域農業の組織化と集団的土地利用 J(前掲『地域農業の構造と再編方向 (II)

一一宮城県米山町実態調査報告一一』所収)参照。

(7) なお，園場整備事業関連の集団転作は 86年 120ha， 87年 35haで終了し(圃場整

備事業の終了)，それとともに集溶での集団転作に切り代わって行くことになろう。

(8) 87年 3月に標準小作料の改訂が行なわれたが，結局，据置きとなった。

(9) 荒井聡「宮城県北地域における農地賃貸借の実態と小作料問題J(花田仁伍編『現

段階における地代の存在形態と展開方向J)， 1985年度科学研究費補助金研究成果報

告書， 1986年 3月〉。。0) なお， 11宮城農林水産統計年報』には 1985年は標本数の関係からか， 0.3 ha未満

層は残念ながら取り上げられていない。。1) 関野幸ニ「集団裂営農主体の生産力構造一一秋田県湯沢市N営農研究会の事例か

ら一一J(特研「営農主体」研究資料No.111東北水団地帯における大規模営農主体

の生産力構造』東北農業試験場， 1985年〉参照。ここでの事例では全面作業受託，

ないし経営受託としてその料金(受託者の取り分〉が収量の 60%と報告されている o

M 例えば，田代洋ー「佐賀農業の展開と自作農的土地所有J(田代隆編著『土地経

済論J)， お茶の水書房， 1980年)，相川良彦，香月敏孝「昭和 50年以降における経

蛍複合化と農地流齢化の展開一一佐賀平坦での農用地利用増進事業のー断面一一」

(11農業総合研究』第37巻第4号， 1983年〕。。3) 山形県庄内の余目町での聞き取りでは部落の反収を基準にしてそれを6分 4分で

分割して各々の取り分を決めるという個別相対の貸借の例にぶつかった。この反収

が固定されれば，貸し手，借ち手双方の取り分も固定されるわけである。また，同

町での農協への農業経営の委託による料金の計算でも，過去 7年間の最高，最低を

除く 5ヵ年聞の平均反収を基準として各々の費用を算出し，結局委託者4劃ij，受託

老 6~型j の比率でもって収入を按分している。

また，右川県松任市では過去 5年間の平均反収を基準収量とし，そこから各費用

を控除して算出した農業所得を，委託者5割ij，受託老5割で按分すると L、う考えの

もとに農用地利用増進事業に関わる標準貸借料を設定している(中江淳一「石川県

松任市J11農地管理における集落機能の役割に関する調査研究報告書.'1，農政調査会，
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1988年〉。

(14) r事実上の所有権に基づかない耕作についていえば，名称の違いはもちろん対価

の形成のされ方についても違う・H ・粗収入から物財費用と労貨を引いた水準で基

本的に賃料が形成される地域…ーもあれば，依然として験前の小作料率の観念が生

ぎているところ，その中間に戦前の小作料額が観念、として生きているというような

地域もあると思う……宮城の県北はその中の最も古い形，験前の小作料率が生きて

いる傾向のある地域J， rli'作り分け』というのは……本質的にいえばもっと古い形

の刈分け小作ではないかと恩いますJC石井啓雄「総括コメ γ ト」昭和61年度秋季

特別研究会討論記録『農地をめぐる緒問題一一利用調整・土地教良・流動化一一J]，

農業総合研究所， 1987年〕。

「東北では，戦前型小作料の形態を形式的に承継している地域があり，その中に

は実質的にも歳前小作料と同様の決定方法となっている地域も存在するようであ

るJ(倉内宗一「小作料形成の論理と小作料政策JIT'農地流動化に関する理論と農民

の論理J]，農政調査委員会， 1980年〉。

回戦前宮城県古川地方においては，病気とかで一時的に家族労働力が少な〈なった

とさに，播種からユオ積みまでを米 1 後でやる「ソダテ~ ::lJとLづ慣行があった

という。梶井功「譜負耕作・間小作に関する若干の考察一一宮城県の実態から一一」

(梶井『基本法長政下の農業問題.n，東京大学出版会， 1970年〉参照。

阿佐賀平坦の作り上げについては前掲田代論文において概略次のような整理が符な

われているが，これは宮城の作り分けの理解にとっても参考になる。

佐賀の作り上げは験前においては家族労働力に一時的な欠損が生じたときの農民

相互間の労働力調整で，小作関係とは区別されたものであったが，戦後の新たな事

実上の賃貸借の展開においてもこの形態が使われ，その後次第に収穫物折半型に移

ってきた。按分の割合は 1974年までは地主6，小作 4であったが， 1975年以降5

分 5分に変わった。反収 10俵であれば 5俵の地代ということになるが， rこの反

収水準がある程度持続すると，今度は 5俵と L、う絶対額がひとりだちして，事実上

の定額的な関係に等し〈なる場合もみられる」が，その定額の背後に割合が考え方

として生きている点で辛うじて区別され，不作年にはそれが現実に生きてくる。作

り上げによって実現される労賃水準はほぼ地域の男子恒常的賃労働賃金に相当し，

結果的に農業純生産を折半する形で，貸し手借り手双方に対等の立場，自作農の論

理を留保させる形態である。また，出荷名義の貸し手側留保は形骸化された形でな

お貸し手側に「耕作権」を留保させる形態である。
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4. 結 び

最後に，これまでの検討結果の主な点を要約しながら，東北地方での農地流

動化の最近の動向の特徴に焦点を合わせて若干の整理を行なっておきたい。

(1) 最近の農地流動化の動向の新たな特徴として注目すべき点の一つは，遠

隔農業地帯における農地価格の下落と自作地有償所有権移転の増加の動きであ

る。遠隔農業地帯におけるこうした農地価格の下落は，農産物輸入の拡大のも

とでの農産物過剰，農産物全般の価格の低落等に示される農業不況的様相の深

まりのもとでの農業収益の悪化，生産意欲，農地購入意欲の減退等が主な要因

となっている。そしてそれは 80年代に入つての自作地有償所有権移転の増加

とも重なる。負債整理目的の農地売却の多発が自作地有償所有権移転増加の大

きな要因となっているからである。

このような農地価格の下落は，農業内的な地価引き上げの要因が基本的に消

失し，農外からの，都市的・非農業的な要因に基づく地価引き上げ作用がなけ

れば，ないしは弱ければ地価は低下するようになってきつつあることを意味し

ている。いわば， r地価神話」の崩壊である。

かかる農地価格の新たな動向は，今後の農地流動化の動きにも一定の影響を

及ぼすことになろう。 80年代に入つての自作地有償所有権移転の増加にも一部

その影響をみることが出来るが，農外的な地価引き上げ作用の弱いところでは

農地流動化の中で自作地有償所有権移転が軽視できないウエートを占めながら

展開して行くであろう。もっとも，地価は低下傾向にあるが，まだ農業収益価

格の水準にまで下がっているわけでない。両者にはまだかなりの聞きがあり，

今後それがどこまで低下するかが注目される。

なお， 86年以後は自作地有償所有権移転が大部分の地域で減少傾向を示して

いるが，これは前述したような背景からの購入意欲の減退，一層の地価下落を

見込んでの買い控え等で買い手がつきにくくなっていること等によるものと思

われる。また，中山間部では買い手，引き受け手がでてこないままに耕地が荒
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廃していく危険性をもはらんでいる。

(2) 農地賃貸借と農作業受委託との異同，連関について宮城県米山町の実態

を取り上げて検討した。米山町の事例の検討結果に即していえば，第1に 1

ha以下の下層では稲作の作業委託が一般化しているが，その作業委託は下層に

なるほど部分的な作業の委託でなく， (防除は除いて)育苦から稲刈り・脱穀ま

でのく恐らくは乾燥・調整もふくむ〉機械作業のほぼ全部の請け負わせが主体

をなすようになっている。しかし，このように主要な機械作業を一貫的に請け

負わせながらも，肥培管理作業はほとんどの場合，委託者が担当している。委

託者が肥培管理作業を担当し，収穫物を収得し， リスクも総て負担している点

において，生産過程を借り手側が遂行し，リスクも負担している農地賃貸借と

基本的に異なっているといえよう。

第2に農作業委託の場合には，補助的な老人，婦人の労働力という形ででは

あれ，肥培管理を行なうだけの労働力が存在しており(年間60-149Sの農業

従事者はいないが， 59日以下の農業従事者は存在している)， そのような労働

力が存在する限りはほとんどが作業委託を継続することがみこまれる。機械作

業を他に委託しながらも自家農業を継続することは，そうした補助労働力の就

業の場を確保するという意味も持っている。そして，その方が経済的にも農地

を貸付けるよりも有利な条件が一一低労賃，高地代の関係において一一存在し

ている。作業を委託している農家にも肉牛や肉豚を飼養している農家が存在ナ

るのは，そうした補助的労働力の存在とその就業の場の確保という点において

共通している。

第3に，このようなとくに 1ha以下層の作業委託農家には，補助的な労働力

は存在するが，機械を操作するような労働力が存在せず(ないしは農外に専従).

農業機械も保有していない。その限りでは，これらの層の作業委託は再び自家

耕作に戻る可能性は小さく，不可逆的な面が強いことも事実である。そして肥

培管理を行なっている補助労働力が一層の老齢化等で完全にリタイアせざるを

えなくなったとき，もし後継者が確保されないか，ないしは後継者が自家農業

をひきつがなければ，貸付け，ないし売却等の処分をせざるをえないことにな
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ろう。

(3) 農作業委託から農地貸付への移行の動きに関しては，全国的な統計の検

討からは農作業の委託農家の離農→土地持ち非農家としての農地の貸付け， と

いうのが主要な流れをなし，作業の委託農家から農地の貸付農家への移行は，

農地貸借と農作業受委託とが並進，ないしは農地貸借が主の地域ではある程度

みられるが農作業受委託が専ら展開しているような地域ではそうした移行が余

りみられないことが確認される。米山町の実態の検討もそのことを改めて確認

している。この地域では，貸付けよりも作業委託が経済的に有利であること，

三世代家族の広範な存在と，そのもとでの補助労働力の存在，農作業を受託す

る農家や集団の存在等により，農作業委託が支記的となっており，そうした条

件が大きく変化しない限り，農作業受委託が今後もなお，支配的に存在し，農

地貸借への移行はあまり進まないものとみこまれる。農地賃貸借が広範に展開

する条件のもとでなければ，農作業委託から農地貸付への移行もあまり進まな

いのである。

農作業委託から農地賃貸借への移行を抑制する要因として作業料金の低位性

が問題とされることがあるが，低作業料金は高地代と同様に低労賃に基づく

(そのほか高地代は高収量，作業料金は基盤整備等による機械作業の能率の高

さ〉という同様の関連を有しており，作業料金だけを引き上げて農地賃貸借へ

の移行を促進するということにはなりえないであろう。

なお，農作業受委託は中上層農家の作業規模の拡大という形で規模拡大に一

定の貢献をするとともに，この地域では特に下層のコスト節減に重要な役割を

果たしていることが指摘されなければならない。

(4) 以上のような農作業受委託の広範な展開のもとで，農地貸借の展開は低

位であるが，普通の賃貸借に純化しきらない作り分けという形態の貸借と，農

用地利用増進事業による利用権設定という新しい形態の貸借とが並存している。

利用権の設定は借り手側としては小作料の水準，期間の長期性，安定性等で最

も有利な借入れであるが，貸し手は主に職員勤務の農家や老人農家，農業者年

金受給のための第三者移譲等で，この地域ではその存在はまだ限られている。
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前者の作り分けは小作料定額の農地賃貸借と農作業受委託との中間的な形態で

あり，利用権設定と作り分けとは内容を大きく具にする。各々の費用の負担，

取り分を各々の形態毎に比較すると，利用権，作り分け，農作業受委託と移る

にしたがって地主，出し手側の取り分が多くなり，低労賃，高地代の関係がよ

り強くなっている。

利用権設定は，普通従来の個別相対の貸借を農用地利用増進事業にのせると

いうのが多いわけであるが，以上のように利用権と作り分けの内容が大きく異

なることは作り分けから利用権への移行を容易に生じ難くさせる要因ともなる。

前述した職員勤務農家等の層の薄さとともに，利用権設定がこの地域ではまだ

あまり進まない所以である。職員勤務農家の増加はこの地域での労働市場，特

に男子型の労働市場の拡大如何にかかわっているわけであるが，当面その急激

な拡大は見込み難い。

(5) 作り分けは宮城県北地域には比較的広く分布する貸借の形態の一つであ

るが，佐賀を始めその他の地域にも類似の形態が存在する。収穫物折半という

形態，共済の名義や出荷者の名義は地主側に留保し，地主側がリスクや水利費

等の物財費の一部も負担するという点に特徴がみられるわけであるが，戦前の

この地方に存在した刈分け小作関係等の痕跡もひきずりながら，戦後の自作農

の家族労働力の一時的変動にともなう労働力調整や自作農経営の部分的分解の

過程で生じたのが農作業受委託やこうした作り分けであった。この作り分けは，

この地域で支配的な農作業受委託にひきずられ，その影響を強く受け，小作料

定額の一般的な農地賃貸借に純化しきらない貸借である。他面でそれは，この

地域の自作農的構造の根強さの反映ともいえよう。
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付表調査農家の農地移動・農作業受委託 (0集落〉

農家 経営 土 地 売 買 農地貸借 作業受委託(稲作)
耕地

年次|売買|問 獣医借I~男受・|開始| |面(a積〉番号(a) 
委 託 年 次

作業相手

①② キホ 買 lヲ84年 借462 1984年 70 82 
520 73 ~ 270 

③* 551 79-85 タ 295 
④ 393 

⑥⑤ * 
391 84 買 30 
382 84 借 60 

⑦ 360 7J. 84 買 37 
③ 350 79 売 5 受 1975年 育苗・田植 50 

g ⑨ 
329 
326 
315 (受81-83刈取脱穀乾燥調整(組))

276 83 借

〉||回明原醐醐270 78. 85 売 5178-83 借
270 85 買 30 
268 45 
267 
261 77 買 100 ? 借 11 受 75 育首~乾燥調整 30 
260 
248 
245 
238 
227 
223 81 借 40 
222 委 78 耕起代かき田植刈取脱穀(組) 89 
215 
211 84 買 30 受 下 育苗~乾燥調整 60 
208 85 買 40 
203 

195 
188 
184 
168 
165 
145 83 売 50 委 83 田植 (農) 140 
142 
142 
140 
125 委 85 育首乾燥調整 (組) 81 
114 
113 
106 委(共 75 耕起代かき田植刈取脱穀(農) 70 

98 
82 
72 
60 
40 委 事

開~刈取・脱穀 fag(劃(劇 40 
361 78 売 30 

安委
手 育苔~乾刈燥調整 30 

35 78 耕起~ 耳支・脱穀 31 
20 委 75 育蓄~乾燥調整 20 

注(1) *のついた農家は生産組合のメ γバー.

(2) 作業委託のところの相手先， (組):生産組合， (農):;農家.
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